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1巻頭言

巻 頭 言

思いつくままの自省を込めての拙文であることを

おことわりしたい。

初めて見る免震が3次元免震
2012年9月末に、当大学の学生11名ばかりを連れ

て、免震建物「知粋館」を見学させてもらった。㈱

構造計画研究所殿のご厚意により実現した見学会

で、学生に実に親切に説明をしていただき感謝して

いる。ご存じのように、この建物は2012年日本免震

構造協会賞、技術賞（特別賞）を受賞している。

免震ピット内のメカニックな、ある意味オタクな

装置群を見て多くの学生は目を輝かせて感動してい

たが、ふと私が思ったことは、「この子たちにとっ

て、これが免震構造の原体験となるんだな」という

ことだった。つまりいきなりスマートフォンの世界

だ。学生は先入観がほとんどないので、感想文を書

かせてみると、そのチャレンジ精神に素直に感動し、

3次元免震装置をそのまま受けとめ、その技術の進

展を切に願っている。

私は学生のまだ「柔らかな頭」をうらやましく思

う。私などはこの建物を見るまでは3次元免震の技

術的、コスト的困難さが頭の隅にあって、思考停止

してしまっていた。協会賞の選評に「誰かが最初に

壁を破らなければ新しい技術は進展しない」とある

が、その通りで、受賞者の頭の柔らかさと、しつこ

さに感銘を受けた次第である。

軽い屋根をなぜ免震に
同じく2003年に作品賞を受賞した山口県立きらら

スポーツ交流公園多目的ドームは、現在のところ空

間構造物として唯一の受賞となっている。筆者はか

つていくつかのドーム設計に関わり、また専門領域

も近いので若干思うところを述べたい。

空間構造に限らず建築構造物に応答制御デバイス

柔らかな頭と免震

立道郁生明星大学　教授

を用いたのは、おそらく1964年の「国立代々木競

技場第一体育館」が世界で初めてである。しかし、

その次に空間構造の応答制御例が現れるのは1993

年以降で、積層ゴムの空間構造への適用となると

2000年以降と新しい。表1に免震デバイスを用いた

空間構造物の実施例を示す。

なぜ、空間構造の構造設計者たちは軽量な屋根

構造に免震構造を取り入れようとしたのだろうか。

しかも基礎免震ではなく屋根支承部に。ドームな

どの空間構造物では、水平入力による鉛直振動成

分の励起が知られている。また大面積の屋根のも

たらす下部構造への温度応力の影響は想像以上に

大きい。このため、屋根支承部の条件（ピンかロ

ーラーかなど）は、常にトレードオフの条件下で

の頭の痛い問題であった。おそらく頭を柔らかく

して考えた時、積層ゴムがひらめいたのだと想像

される。筆者も「きらら元気ドーム」を見学した

時に、積層ゴムを随分高いところに置いたなと思

ったことや、その時の屋根の状態に従ってやや変

形していた積層ゴムをみて、「合理的なローラー支

承だな」と感じたことを思い出した。

新しい免震デバイスを考えること
おそらく、協会賞の技術賞（特に特別賞）は、

新しい発想、すなわち柔らかな頭に対して授与さ

れているのではないかと想像しているが、2008年

の「ゲージ振り子の原理に基づく新しい転がり型

免震装置の開発（東京大学川口健一教授）」もその

一つであろう。これは従来転がり免震で必要とさ

れた椀形の曲面加工を不要とするアイデアであった。

同じようにユニークなアイデアで、かつて私が

相当驚いたのは川口衞法政大学名誉教授が発案し

た「パドル免震」である。免震の発展史に興味が

ある方は、1932年に岡隆一により提案、その後実
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用化された転動振子の原理を利用した基礎免震をご

存知だと思う。下端が大きな球面になった免震柱を

設け、その上端を球形状のピン継ぎ手とするもので

ある。

パドル免震は、この加工が難しい球面によるロッ

キング運動を、平面材による直交成分に分解し柱の

上下端に分担させようというメカニズムである（図

1）。ユニークな特徴の一つとして免震周期をパドル

の曲率と柱の長さの組み合わせで決定できることが

ある。逆にいうと建築計画上の免震層の高さを自由

に設定できる可能性がある（図2）。パドル免震が発

案された2000年ころ，ある学会で小さな電動模型を

川口先生が披露され，それを東京工業大学の和田章

先生がうれしそうに見ておられたことを思い出す。

その後、縁あってこの免震システムの開発のお手伝

いをしているが、頭が固くしつこさが足りない自分

に反省しきりである。

子供の頭の柔らかさ
2013年は日本免震構造協会創立20周年にあたる。

さまざまな記念事業が予定されているが、前回の創

立15周年の際には、「子ども絵画コンクール」が実

施された。テーマは「地震災害のない未来、2050年

のこんな家、こんなまちなみ、こんなくらし」で、

全国の小中学生から69作品の応募があった。筆者は

コンペ部会委員長としてこの絵画コンクールを企画

したが、応募作品を見て感じたことは、やはり子供

の頭の柔らかさだった。

最優秀賞は小学三年生の「じしゃくの家」という

作品である（図3）。磁石同士の反発力を利用するこ

とはリニアモーターカーでも実用化されつつあるが、

免震への利用となると大人はいろいろ知っているか

ら、あまりまじめに考えようとしない。この作品の

すごいところは、しつこく考えて、免震が必要とす

る復元力のメカニズムも側方の磁石で解決している

ところだと思う。さらに大切な自動車にも免震が！

革新的なアイデアは柔らかな頭から
こんなことをつらつらと考えていたとき、2012年

11月9日の朝日新聞夕刊「人・脈・記」で東京大学

名誉教授、宇佐美龍夫先生の言葉を見つけた。曰く

「先入観は排除すべきである。いかなる分野でも、

先入観があると、それにそぐわないものは無意識に

排除され、一方では何を見ても裏打ちするものに見

えてくる。」

積層ゴムをはじめとする流通している免震デバイ

スやシステムは、それぞれ当時の先入観を排した、

柔らかい頭から生み出されたものだと思う。でも次

世代は？私たちは思考停止に陥ることなく、しつこ

く、柔らかく考え続ける必要がある。

日本免震構造協会には、免震・制振に関して「違

う道を走る人」のアイデアも、これまでと変わらず

丹念に拾い上げ、光を当てていっていただきたいと

思う。

巻 頭 言

表1 免震デバイスを用いた空間構造の事例

図1 パドル免震柱 図2 いずれも同一周期

図3 創立15周年絵画コンクール最優秀作品
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会員の皆様、新年明けましておめでとうございます。皆

様方にはお健やかな新年をお迎えになられたことをお慶び

申し上げます。

昨年12月末に政権交代がありました。3年半続いた民主

党政権から自民党政権に戻りました。円ドル相場も一気に

80円台後半とひと月もしないうちに10円近くも円安相場に

なり、輸出産業が一息つき、閉塞状態に陥っていた日本全

体の経済状況も好転するものと期待されています。一方で

は一昨年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震からの

復興は未だ不十分なままです。多くの方々が元の生活に戻

れない状況が続いています。自民党政権は「復興と防災」

を公約のトップに挙げていますが、経済成長とあわせて是

非早急な結果を期待したいものです。さらに昨年12月8日

には笹子トンネルで天井版の落下事故が発生しそれに巻き

込まれた方々が亡くなると言う悲惨な事故が発生しました。

1960年代から高度経済成長期に作られた橋梁、トンネル、

高速道路など社会インフラの経年劣化とそれに伴う構造安

全性低下の見直し、特に耐震安全性の見直しが急がれてい

ます。また建築関係では、3.11地震以来巨大地震に伴う長周

期地震動で高層ビルが大揺れした経験に基づき、特に超高

層ビルの耐震安全性、居住性の見直しが行われるようにな

り、すでにいくつかのビルでは制震補強の計画、実施がな

されており、その流れは加速するものと思います。

我々協会はこの地震後 「東北地方太平洋沖地震に対する

応答制御建築物調査委員会」を発足させ、免震構造、制震構

造の地震時挙動について調査、検討を行い、昨年の1月に最

終報告会を行いました。この地震によるこれら応答制御建物

に被害は報告されていないこと、免震構造の建物は想定通り

の挙動をしたこと、特に病院、防災センター等は地震時に十

分その機能を発揮したことなどを報告しました。しかし、ダ

ンパー等の免震部材に今まであまり考えていなかった損傷が

一部生じたこと、さらに隣接構造物との間を結ぶエキスパン

ションジョイントに多くの損傷が生じたことなどを踏まえ

て、協会として解決すべき喫緊の研究テーマとしてこれらの

問題を取り上げ研究を継続して参りました。その成果は今年

の2月末に報告会を開催し、報告する予定です。

一方非制震の高層建築では長周期地震動により、かなり

の大振幅で揺れ、非構造部材に多大な被害が出た例もあり

ますが、制震構造の高層建物では確実に応答低減効果のあ

ることが確認されました。制震構造の有効性が定量的に証

明されたといえるでしょう。しかし、今後制震装置を組み

新年のご挨拶

西川孝夫日本免震構造協会　会長

込んだ高層建築においても非構造部材の設計をどうするか

が課題だろうと思います。

政府が政権公約に地震防災を取り上げるほど、我が国は

大変な地震国であり地震に対する危険に常にさらされている

と言えます。特に発生の危険度が迫っていると言われている、

東海、東南海・南海地震が発生した場合には数万人の死者が

出るとの予測があります。地震防災対策、とりわけ構造物の

耐震安全性の向上は急務です。地震に有効であると期待の高

い応答制御建物ですが、さらに巨大地震発生時に予想される

長周期地震動に対する対策は充分検討する必要があると考え

ています。今回の地震で明らかとなった免震構造におけるダ

ンパー損傷の原因と対策、ダンパーの多数回の繰り返しに対

する性能など当協会では技術的問題解決に鋭意取り組んでい

ます。この他に、火災に対する免震部材の性能維持の問題等

未解決な面も残っていますので、引き続き検討中であります。

また、昨年度には応答制御建物の耐風設計指針を発行し、多

くの実務者に参考とされています。

幸い会員諸氏のご尽力のおかげで免震・制震構造の発展

は比較的順調です。共同住宅、病院、公共建築等への適用

は着実に増えています。協会の会員数（2013年1月7日現在）

は、第一種正会員92社、第二種正会員214名、賛助会員85

社、特別会員7団体、免震普及会会員95名と順調に推移して

います。さらに当協会で実施している資格制度、免震部建

築施工管理技術者試験への応募、点検技術者試験への応募

も順調で、免震部建築施工管理技術者の有資格者は3527名、

点検技術者の有資格者は1318名に達しています。ここ数年

コンスタントに受験者が集まり、当協会が目的とする健全

な免震構造物の普及に貢献して頂いています。さらに当協

会の行っている免震建物に対する性能評価業務も順調です。

今年度は協会の設立20周年にあたります。それを記念し

て創立20周年記念事業を行うことを企画しています。3月

中にその全容を発表できると思います。これらの活動は当

協会に参加される会員の皆様の積極的な御協力、御参画あ

って実のなるものですので、皆様の絶大なるご支援とご協

力をお願いたします。この20年間の間に免震構造は一般の

方々にもかなり理解していただけるようになってきたと思

っています。さらに健全な免震・制震構造の普及に努めて

まいる所存です。

最後になりましたが、建築界とりわけ免震・制震構造に

かかわるすべての皆様にとって、今年が明るい一年となり

ますよう心から祈念いたします。
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4 MENSHIN NO.79 2013.2

1 はじめに
材料の高強度化に伴い、従前と比較してRC造建

物についても規模の大きな建物の設計が可能となっ

ている。一方、近年頻発する大きな地震に対する備

えとして、高さが150mを超えるような超高層建物

についても免震構造を望む声が高まっている。この

規模の建物へ免震構造を採用する場合に考慮するべ

き点として、建物の総重量が大きいため建物を支持

する免震装置の検討が重要なこと、建物の周期が長

くなることから免震効果が十分発揮できる工夫が必

要なこと、風荷重が大きくなることから特に免震層

への影響を検討する必要があること、などが考えら

れる。ここでは上記の例として防災面の強化に取り

組んで計画が進められた集合住宅における構造計画

について紹介する。

2 建物概要
建設地は都心と臨海部の間に位置した晴海運河に

面した土地区画整理事業の地区計画内に位置してお

り、護岸などが新築され、銀座・新橋等既存の業務

商業地区に近接した開発地区である。ここに従来よ

りもハード、ソフト両面について防災対策を強化す

ると共に、2009年に施行された「長期優良住宅の普

及の促進に関する法律」の認定基準に基づく超高層

免震マンションが計画された。

建 物 名 称：ザ・パークハウス晴海タワーズ

クロノレジデンス

建 設 地：東京都中央区晴海2丁目

建 築 主：三菱地所レジデンス株式会社

設 計 監 理：株式会社三菱地所設計

施 工 者：鹿島建設株式会社

主 要 用 途：共同住宅

建 物 規 模：地下2階　地上49階　塔屋2階

最 高 高 さ：174.15m

建 築 面 積：約5,000m2

延 床 面 積：約100,000m2

3 構造概要
地上階の平面形状は基準階において約58m×41m

の整形な長方形となっている。建物の中央部にはボ

イド部分があり、下層階には機械式立体駐車場を配

置している。その廻りに厚さ500～200mmの連層耐

震壁をロの字（約22.5m×16.4m）に配置し、建物

の水平剛性を確保している。

基準階の階高は3.3mである。また軒高に対する

塔状比は長辺約2.8、短辺約3.9となっている。

使用材料はコンクリートについては、Fc36～

免 震 建 築 紹 介

ザ・パークハウス晴海タワーズ
クロノレジデンス

木村　正人
三菱地所設計

堀田　祐介
同

図1 外観パース
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Fc80を使用し、鉄筋については下層階の柱主筋に

SD590を採用している。

構造形式は1階床梁下に免震層を設けた基礎免震

構造であり、各柱下に鉛入り積層ゴム支承を配置し

ている。大きさは1600～1400mmの角型と、直径

1500～1400mmの丸型である。エントランスの平屋

部分は、径300及び350φの低摩擦型の弾性滑り支

承を配置している。また、オイルダンパーを短辺長

辺方向にそれぞれ6基配置している。免震建物側と

免震ピット等の外部側との間の有効クリアランス量

は800mm以上である。

免震装置上の1階床梁はせい約3.0～4.3m、幅1.0

～2.8mの高い剛性と耐力を持つ梁とし、地震時の

連層壁直下に生じる引抜力等を周辺の免震支承に分

散させる。

下部構造については、杭は場所打ち拡底鉄筋コン

クリート杭とし、超高層直下の杭は軸径φ2500で

あるが、コア廻りの杭は拡頭拡底杭としている。拡

底部はφ4400、杭頭部はφ3000まで拡頭している。

5免震建築紹介

図3 架構イメージ図

図2 基準階伏図

図4 軸組図

図5 免震装置配置図
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4 地震応答解析の概要
耐震目標性能を表1に示す。設計用入力地震動は

告示波3波（神戸、八戸、乱数位相）及び観測波3

波（エルセントロ、タフト、八戸）についてはレベ

ル1、レベル2それぞれ定義し、またレベル2として

関東地震を想定地震としたサイト波を作成した。図

6に模擬地震動の応答スペクトルを示す。

建物の固有周期は免震層なしの上部構造のみでは

1次固有周期はX方向2.79秒、Y方向3.12秒である。

免震層が42cm変形した場合の等価剛性を用いて固

有値計算を行った場合、X方向5.90秒、Y方向6.01

秒である。

レベル 2の応答値の中で最大応答加速度は約

83gal、最大層間変形角は約1/240である。柱・梁な

どの各部材の設計は最大応答せん断力を考慮して設

定した。また、免震層の最大応答変位は積層ゴムの

せん断歪約190％、上下動として自重の±30％を考

慮した場合において、最小面圧約-0.9N/mm2、最大

面圧33.3N/mm2となっており、性能保証変形範囲内

である。

また、入力地震動のエネルギーの負担割合を確認

した（図7）。免震層の割合は約69％～89％、特に

長周期成分を多く含んだ模擬地震動においては

80％以上であり、本計画のような超高層建物の場合

においても、耐震性能が免震層の性能に大きく依存

していることが確認される。

5 耐風設計の概要
本建物の平面形状は比較的整形ではあるが、高さ

約170mの超高層建物であり、また、免震構造を採

用していることから風洞実験を実施した。本協会の

「免震建築物の耐風設計指針」（2012年9月）の序に

6 MENSHIN NO.79 2013.2

図6 模擬地震動応答スペクトル

表1 耐震性能目標

表2 固有値解析結果

図7 免震層のエネルギー吸収量
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述べられているように、風外力は長時間繰り返し作

用し、平均風力という静的成分も作用することから、

特に免震装置の健全性が確保されるかどうか確認す

ることは重要である。この観点から免震装置には設

計当時最も風荷重に対する検証が行われていたLRB

を採用することとした。また、上述の耐風設計指針

においてランクCに該当することから風洞実験によ

って得られた風力時刻歴波形による応答解析を行っ

た。風外力とその時の目標性能は表3に示すように

風荷重は再現期間1年、100年（レベル1）、500年

（レベル2）の3段階に設定した。再現期間1年の風

荷重については、建物の居住性を検証する目的で、

日本建築学会の「居住性能評価指針」において判定

を行った。最大応答加速度で約3.0galとなっている。

上部構造については地震力が風荷重よりも大きい

ため、レベル2においても各部材は許容応力度以内

に十分納まっている。一方、免震層については、図

8に風荷重の定常成分による移動点を原点として、

レベル1、レベル2それぞれの変動成分の風荷重に

よる軌跡が描かれている。ここで、長周期地震動と

同様、ダンパーが長時間の繰り返し荷重を受けるこ

とによって、その性能を失わないかどうかを検証す

る必要がある。なお、定常成分による最大変位（風

向10度）は約14cm（レベル1）、24cm（レベル2）

である。

鉛入り積層ゴム支承については、安定してエネル

ギーを吸収できるのは、等価荷重振幅が総切片降伏

荷重（ΣQd）の2／3以下という結果が示されてい

る。図9に示す免震層の荷重変位履歴曲線よりレベ

ル2応答値において等価振幅が2/3ΣQd以下である

ことを今回確認している。また、滑り支承について

は、本建物が供用期間中に、変動風圧によって滑る

距離の累積値を推定した結果、レベル2相当である

500年間における累積滑り距離は、約40cm程度（装

置の弾性変形領域は滑り距離から除く）であり、許

容値1000mと比較して無視できる程度である。オイ

ルダンパーについても同様に問題にはならないこと

を確認した。

一方、表3のクライテリアは満足されているが、

風が止んだ後に変形が残留する可能性がある。鉛の

場合、鉛内の残留応力は時間と共に解消し、徐々に

7免震建築紹介

図8 風荷重による免震層の変位履歴（レベル1、2）

表3 耐風性能目標
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6 おわりに
49階建ての超高層建物でありながら、免震構造の

採用と上部構造に連層耐震壁を配置することによ

り、建物外周部のスパンを大きくし、住戸レイアウ

トの自由度が高い空間を実現した。

剛強な基礎、荷重支持及び変形性能のある免震層、

剛性・耐力の高い上部架構の組み合わせにより、比

較的周期の長い建物でも十分な免震効果を発揮する

ことができた。

再現期間500年相当の暴風時においても、免震層

の変形及びダンパーの耐久性は健全性を保つこと

を、既往の実験結果との比較から確認した。

本建物は設計段階から施主をはじめ、設計者、施

工者が一体となって取り組んだプロジェクトです。

2014年の竣工に向け工事は順調に進んでいます。こ

の場をお借りし、関係者の方々に厚く感謝致します。

8 MENSHIN NO.79 2013.2

変形も原点に戻る性質があると言われているが、完

全には戻らないため、50mm以上の変形が残留した

場合に対応することとしている。

図9 免震層の荷重変位履歴曲線
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9免震建築紹介

1 はじめに
本建物はJR中野駅から徒歩約3分の場所に位置す

る、中野警察学校跡地に建設される地上10階、地

下2階の賃貸事務所ビルである。

構造上の特徴は、地震発生時の建物安全性の確保

に加えて、テナントとしての資産価値を保持するこ

とを目的として免震構造を採用している。また免震

装置は根切り量の削減と擁壁躯体コストの削減を目

的として、地下1階柱頭部に配置している。以下に

概要を紹介する。

2 建物概要
本計画地は、中野駅前開発区域の区域4に位置し、

周辺地域との一体化を図ることを目的として、南側

エントランスをピロティとして、オープンスペース

を創り出している。事務室は柱を短手方向7.2m～

10.8m、長手方向23.4mで配置した無柱空間として

いる。

建 物 名 称：中野セントラルパーク　イースト

建 設 地：東京都中野区中野4丁目10番1号

事 業 主：中野駅前開発特定目的会社

設 計 者：戸田建設株式会社一級建築士事務所

施 工 者：戸田建設株式会社東京支店

用 　 　 途：事務所、店舗、駐車場

建 物 規 模：地上10階、地下2階、塔屋1階

最 高 高 さ：50.60m

建 築 面 積：3,851.08m2

延 床 面 積：39,025.17m2

工 事 期 間：平成22年3月1日～24年3月30日

3．構造計画概要
本計画における構造上の要求性能は以下の①～③

の内容であった。

①　レベル1地震時に対して

・層間変形角：1／200以下

・主要構造骨組：短期許容応力度以内

②　レベル2地震時に対して

免 震 建 築 紹 介

中野セントラルパークイースト

渡邉　秀仁
戸田建設

市村　敦史
同

今泉　祐樹
同

写真1 建物外観

図1 断面図
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・層間変形角：1／150以下

・主要構造骨組：弾性限耐力以内

③　レベル3地震時（レベル2の1.25倍）に対して

・層間変形角：1／100以下

・層 塑 性 率：2.0以下

また上記の構造上の要求性能以外に、計画上の要

望として以下の内容があった。

・事務所スペースを20m以上柱の無い、無柱空間を

実現させる。

・事務室のレンタブル比を極力高めるため制振部材

を配置しない純ラーメン構造とする。

以上の要求性能を考慮して、免震構造を採用した。

地上階の主体構造は鉄骨造として、柱は高軸力に対

応し、建物剛性を確保するためにCFT柱を採用した。

地下構造の主体構造は鉄筋コンクリート造とし

て、基礎は地盤面から約12mの砂礫層を支持層とす

る直接基礎とした。

地上階の事務室無柱空間に関しては、居住性能の

確認として、FEMを用いた床振動解析を行った。

図4に検討結果を示す。二人歩行を想定した加振

力を与えた場合で検討した結果、居住性能はV－30

（旧基準でV－1.5）程度であり、歩行において有害

な床振動は発生しないことを確認した。また現場施

工段階においても床振動実験を行い、解析結果と同

様に有害な床振動は生じないことを確認した。

4 免震計画概要
免震装置は天然ゴム系積層ゴム（以下RBと称す）

と錫プラグ入り積層ゴム（以下SnRBと称す）の2

種類の装置を採用した。SnRBは以下の特徴がある。

・人体及び環境への影響から進められている工業製

品の非鉛化の流れに対応して、鉛に変えて錫を減

衰材として使用。
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図2 構造概要図

図3 基準階伏図

図4 床振動検証結果

図5 SnRBの概要
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・同一サイズの鉛プラグ入り積層ゴム（以下LRB

と称す）と比較して、約1.7倍の減衰能力を持つ。

図6にSnRBとLRBの復元力特性の比較を示す。

LRBと比較してSnRBの初期剛性は約9倍程度あり、

また降伏耐力も約2倍程度ある。このため1基ごと

の減衰力が大きくなり、減衰材としてのプラグ入り

積層ゴムの数が減らせる利点がある。

免震装置の配置図を図7に示す。配置に関しては

免震層の偏心率を3％以下とするため、剛性の大き

いSnRBを外周部に配置する計画とした。また暴風

時において、免震層に大きな変位が生じさせないた

めに、SnRBの錫プラグが暴風時に降伏しないよう

にRBとSnRBを組み合わせた。

5 応答解析概要
本建物の耐震目標性能を表2に示す。免震構造を

採用することにより、当初の要求性能からグレード

アップさせた目標値を採用した。

応答解析結果として、図8にレベル2地震時の応

答解析結果を示す。グレードアップさせた耐震性能

11免震建築紹介

図7 免震装置の配置図

図6 LRBとSnRBの復元力特性の比較

表1 免震層の偏心率と固有周期（レベル2）

表2 耐震性能目標
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目標に対しても、十分な耐震性能を確保しており、

テナントビルとして高い付加価値を実現している。

6 おわりに
今後の都心部で計画される免震建物は、敷地の有

効利用の観点から、中間階免震や柱頭免震等の採用

が増えてくるものと考えられる。その際、計画段階

ならびに現場施工段階で重要な点は免震層を貫く

ELVシャフトや駐車場に通じるスロープのEXP.Jの

納まりである。図9にELVシャフト断面図及び図10

にスロープ断面図を示す。本建物で検討したディテ

―ルが、今後の中間階免震建物や柱頭免震建物にお

いて参考になるものと考えている。
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図8 地震応答解析結果（X方向レベル2）

写真2 免震装置取付け状況

図9 ELVシャフト断面図

図10 スロープ断面図
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13免震建築紹介

1 はじめに
東武伊勢崎線館林駅のすぐ傍に、日清製粉グルー

プの工場敷地が広がっており、その一角に木造の製

粉ミュージアムがたたずんでいる。この建物は明治

43年に建立された在来軸組工法による木造建築であ

るが、使用されている木材は、それまで旧工場で使

われていた材料を再利用したものである。屋根はク

イーンポストトラスの小屋組みから成り、さらに1

階には無柱の大広間が形成されるなど、当時の構造

計画としては非常に高度な技術が使われている。外

観は杉板の下見板貼り仕上げ、内装には所々に漆喰

の繊細なレリーフが施されている等、歴史的価値の

ある木造建築物である。

本計画では、既存建物の構造体および内外観をそ

のままの状態で保存するため、耐震上、最も有効な

改修方法として免震レトロフィットを採用した。

本稿では、木造建築物の免震レトロフィットにつ

いて紹介する。

2 建物概要
建 物 名 称：製粉ミュージアム本館

所 在 地：群馬県館林市栄町6番1号

主 要 用 途：展示館

建 築 主：株式会社日清製粉グループ本社

竣 工 年：明治43年

構 造 種 別：木造（在来軸組工法）

設 計 者：＜新築時＞不明

＜改修時＞清水建設株式会社

一級建築士事務所

施 工 者：清水建設株式会社

3 耐震改修計画
耐震改修計画として、木造建物の既存レンガ基礎

の下部にRC造の床梁による人工地盤を新設し、そ

の直下に免震材料を設置する基礎免震形式を採用し

た。上部構造が木造であることから、通常の免震建

物よりも重量が軽い。従って、免震の効果を発揮さ

せるために、人工地盤を新設することで重量を確保

した。さらに免震材料には荷重を支持しない小径の

天然ゴム系積層ゴム復元材を使用することで、目標

固有周期を実現した（図5）。この他の免震材料とし

て弾性すべり支承、オイルダンパーを採用している

（図3）。弾性すべり支承は建物荷重支持用として、

350φ×5基設置している。この弾性すべり支承は

風荷重に対する変形抑制の役割も持ち、摩擦係数

0.03のすべり材を採用した。

弾性すべり支承の摩擦力により、稀に発生する風

荷重Qw1に対しては残留変形が生じず、極めて稀に

発生する風荷重Qw2に対して残留変形 δ＝121mmに

抑え、免震層のクリアランス以下となるように設定

した。この摩擦係数の設定に当たっては、地震時の

免 震 建 築 紹 介

製粉ミュージアム本館（免震レトロフィット）

貞広　修
清水建設

有田　康正
同

坂中　玲子
同

写真1 製粉ミュージアム外観（免震レトロフィット後）
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応答加速度がクライテリアを満足しているかを確認

するなど、木造建物を免震化する上で、地震と風の

両方の影響を考慮している。さらに地震時の免震層

変形に対してオイルダンパーをX方向およびY方向

それぞれ2基（50kNタイプ×2）を2対（計8基）配置

し、変形抑制効果を期待している。

4 地震応答解析概要
4.1 耐震性能目標

耐震性能目標を表1に示す。設計用地震動は、位

相を変えた告示波3波と観測波3波（EL CENTRO

1940NS、TAFT 1952EW、HACHINOHE 1968NS）と

した。サイト波（当該地周辺の地震環境を反映した

想定関東平野北西縁地震、想定茨城県南部地震）を

検討したところ応答スペクトルが告示波および観測

波に比べ、十分に小さい地震動であるため、解析対

14 MENSHIN NO.79 2013.2

図1 1階平面図

図3 免震材料配置図

図4 免震ピット断面図

図2 南側立面図

図5 目標固有周期と風荷重による免震層の変形性能設定
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象から除外した。

4.2 解析モデル

基本振動モデルは、3質点系の等価せん断バネモ

デルとした。上部木造部分の復元力特性は、壁倍率

から五十田式1）によりSlipとBiLinearの組み合わせ

モデルとしている。

免震材料の復元力特性として、弾性すべり支承は

BiLinear、積層ゴム復元材はLinear、オイルダンパ

ーはダッシュポットとしている。

5 地震応答解析結果
免震材料のばらつきを考慮した時刻歴応答結果よ

り、レベル2における最下階の最大応答層せん断力

係数はC0＝0.190であった。また、免震層の最大応

答変位はX,Yともに35.7cmとなっており、いずれ

もクライテリアを満足していることを確認した。

6 工事計画
建物の免震化に伴い、施工計画としては、建物の

曳家工事をはじめ、既存レンガ基礎再利用のための

レンガ切り出し・一時保存など多くの工事工程が必

要である。また、既存建物の外観を損なわない範囲

で一部に構造用合板による木造耐力壁を新設するな

ど、上部木造の補強工事も並行して実施する。図7

に施工計画を示す。

7 おわりに
これまで木造建物の免震レトロフィットの前例が

数少なく、今回のプロジェクトにおいては、設計や

工事計画に際して、多くの方々に技術提案や設計の

ご協力いただきました。関係者の皆様方には心より

厚く御礼申し上げます。

参考文献

1）日本建築構造技術者協会,木造建築構造の設計,2004
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表1 耐震性能目標

表3 解析モデル諸元

表4 レベル2応答解析結果

表2 採用地震動

図6 解析モデル
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図7 工事ステップ図

写真2 曳家工事状況 写真3 既存れんが基礎

写真4 免震ピット施工状況 写真5 曳家（復旧）工事状況

013-016建築紹介_日清製粉.qxd  13.2.19 10:10 AM  ページ 16



17制振建築紹介

［建物概要］

建 物 名 称：サウスゲートビルディング

所 在 地：大阪市北区梅田3丁目

建 物 用 途：店舗、ホテル、駐車場、駅コンコース

階 　 　 数：地上28階、地下4階、塔屋2階（既設棟）

地上16階、地下2階、塔屋2階（増築棟）

最 高 高 さ：122.4m（既設棟）

74.6m（増築棟）

延 べ 面 積：170,530.76m2

構 造 種 別：地上　鉄骨造（1階　SRC造）（既設棟）

鉄骨造（柱　CFT造）（増築棟）

地下　鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄

筋コンクリート造

建 築 主：西日本旅客鉄道株式会社

大阪ターミナルビル株式会社

設 計 者：株式会社安井建築設計事務所

ジェイアール西日本コンサルタンツ

株式会社

施 工 者：アクティ大阪増築工事特定建設工事

共同企業体（竹中工務店、大鉄工業）

1 建築概要
サウスゲートビルディング（旧アクティ大阪、今

回増築後に改称）は、南北の主要幹線道路である御

堂筋、四つ橋筋を両翼に配した大阪を代表する地点

にあり、御堂筋、四つ橋筋それぞれからの景観に配

慮し、大阪駅南口の新たな顔づくりを目指した既存

超高層ビルに対する増築計画である。

増築建物の1～3階では吹抜けプラザを開放感の

ある立体的な広場として整備し、地下1階および3

～14階では既存百貨店と一体的に利用できる店舗

エリアを構成した。また、地下1階～地上3階の南

北連絡通路（図1）は、南側地下街から大阪駅橋上駅

へのメイン動線であり、大勢に利用されている公共

空間である。

制 振 建 築 紹 介

連結制震構造を採用したサウスゲートビルディング

尼u 隆
西日本旅客鉄道

越野　栄悦
ジェイアール西日本コンサルタンツ

保田　秀樹
安井建築設計事務所

松本　孝弘
同

秋田　智
同

写真1 外観写真 図1 大阪駅開発プロジェクト

017-020制振建築_ｻｳｽｹﾞｰﾄ.qxd  13.2.19 10:14 AM  ページ 17



2 構造上の課題と連結制震構造の採用
既存超高層建物（以下、「既設棟」）に高層建物（以

下、「増築棟」）を増築するにあたり、次の3点が構

造上の重点課題であった。

①　既設棟の現行法規への適合

（法令の遵守・耐震安全性の確保）

②　増築に伴う既設棟の地震力負担の抑止

（既設棟の基礎・杭等の補強の回避）

③　既設・増築間のEXP.Jや補強による空間支障の

最小化（有効面積の確保）

単純に躯体相互を緊結する方法や躯体を完全に分

離する方法ではこれらの課題を合理的に解決するこ

とは難しい。そこでその解決策の一つに、建物相互

を制震デバイスで連結する連結制震構造を採り上

げ、表1に示す構造方式に対して時刻歴地震応答解

析などの結果を比較し、その効果を確かめた。

その結果の一例として、既設棟の最大応答値分布

を図2に示す。ここでの連結制震構造は制震デバイ

スにオイルダンパーを用い、15階床で連結した。最

大応答層間変形角は、連結しない場合や全層接続の

場合に比べて連結制震構造の場合、応答は減少して

いる。また、最大応答層せん断力係数では、15階

（連結階）以上でのホイッピングによる応答の増幅が

連結制震構造の場合最も抑制される結果であった。

さらに連結制震構造では、EXP.J寸法の目安となる

最大応答棟間変位は連結しない場合の1/2～1/3程度

に低減された。

3 構造概要
既設棟は、東西を長辺方向とした120m×35mの

長方形平面であり、増築棟も同様に120m×20mの

辺長比の大きい平面をもち、これら2棟は長辺方向

に平行に配置されている。

構造概要図を図3に示す。地下階は既設・増築棟

ともに鉄骨鉄筋コンクリート造耐震壁付ラーメン構

造である。既設棟の地上階は2階以上が鉄骨ラーメ

ン構造、1階が鉄骨鉄筋コンクリートラーメン構造

であり、増築棟には耐震間柱とオイルダンパーを併

用した鉄骨ラーメン構造を採用し、柱にコンクリー

トを充填した。また、既設棟の基礎は、GL－28m

以深のN値50以上を示す砂礫層（第一天満層）を支

持層とする場所打ち鉄筋コンクリート杭基礎および

GL－40m以深のN値50以上の砂礫層（第二天満層）

を支持層とする場所打ち鉄筋コンクリート地中壁、

壁杭を併用し、増築棟では第一天満層を支持層とし

た杭頭鋼管巻き場所打ち鉄筋コンクリート杭（拡底

杭）を採用した。

既設棟は昭和58年に竣工し、およそ30年が経過

しているが、コンクリートコア試験などからその健

全性を確認した。

これら2棟間には次節に示す連結ダンパーを配置

して、連結制震構造を構成した。
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表1 構造方式の比較

図2 時刻歴地震応答解析結果の一例 図3 構造概要図
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4 連結ダンパーの配置
連結ダンパーにはオイルダンパーを採用し、既設

棟側の取付け部の補強を最小限にとどめるため、次

の方針によりその仕様・配置を計画した。

①　既設棟側の取付け位置は柱梁接合部としたが、

その部分への負荷に配慮して連結ダンパーの減

衰力は1基あたり最大1000kN、その減衰特性は

リリーフ機構を有するバイリニア型とした。

②　連結ダンパーは、上層階である14階、15階の2

フロアに12基ずつ集約して配置した。また、

連結ダンパーの総量（減衰係数）は、事前に検証

したエネルギーの消費効率の高くなる減衰係数

とし、それに適するオイルダンパーを選定した。

③　連結ダンパーは水平方向の全方位に効果を発揮

するよう建物の主軸に対して45°方向に、天井

内で水平に配置した。

連結ダンパーの取付けを図4に示す。既設棟の耐

震補強部材である連結ダンパーを天井内に設置する

ことで、既存の店舗内やホテル内で耐震補強に要す

るスペースを占有せず、既設棟の耐震性能向上を実

現できた。

5 時刻歴地震応答解析による制震効果の検証
前節で示した既設棟・増築棟の構造架構に対して

時刻歴地震応答解析により応答性状を確認した。

時刻歴地震応答解析に用いた振動モデルを短辺方

向（Y方向）について図5に示す。14・15階レベルで既

設棟と増築棟を結ぶ連結ダンパーは、バネとダッシ

ュポットを直列配置したMaxwellモデルで評価した。

検証に採用した地震波を表2にまとめて示す。表

中、「告示波」は平成12年建告第1461号に示された

加速度スペクトルに適合した地震波に、建設地の表

層地盤の特性を反映した模擬地震波とした。

固有値解析の結果を表3に示す。建物の重量・剛

性の違いにより、固有周期は既設棟・増築棟で大き

く異なっており本構法の有効性を推測できる。
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図4 連結ダンパー配置図

図5 振動解析モデル（Y方向）

表2 採用地震波と入力レベル

表3 固有周期（単位：sec）
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時刻歴地震応答解析により得られた結果の一例と

して、既設棟の応答に着目し、その最大応答層間変

形角を図6に、最大応答層せん断力を図7に示す。

各図とも、採用地震波6波による最大応答値を包絡

する曲線で示している。また、連結の効果を確認す

るため、既設棟の単独モデル（連結しない状態）での

解析結果も合わせて示している。既設棟の最大応答

層間変形角は、単独モデルでは最大で1/70～1/80で

あったが、増築棟との連結により1/100以下に低減

でき、また、最大応答層せん断力も、連結しない場

合の70％～80％程度まで低減できた。

既設棟・増築棟の各階床位置での相対変位で表し

た最大応答棟間変位を図8に示す。連結しない場合

に比べ、棟間変位は1/2程度となりEXP.J寸法を小

さく抑えて、床面積を有効に活用することができた。

6 おわりに
本建物では高層建物の増築のほかに、既存の店舗

エリア部分を駅コンコースへ用途変更する計画も同

時に行われた。その際、既設棟の床仕上げ改修だけ

でなく大梁の撤去を伴った床改修を要したが、既設

棟の耐震性向上と現行法への適合を可能とした増築

棟との連結制震構造によって、特別な補強を施すこ

となく改修を実現できた。

既設建物の改修は、店舗・ホテルなどを営業しな

がらの工事となる場合が多く、補強箇所数や補強位

置は改修工事においては重要な要素である。本建物

では、このような問題点を合理的に解決し、建物を

継続的に利用する一つの手法を提示できたと考える。

最後になりますが、本計画の設計・監理に携わる

機会を頂いた大阪ターミナルビル株式会社の皆様

と、本工事に多大な尽力を頂いた工事関係者の皆様

に深く感謝いたします。
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免震建築訪問記－ 82 21

1 はじめに
愛知県豊田市の愛・地球博跡地に平成23年11月

に竣工した、「知の拠点」あいち産業科学技術総合

センターを紹介します。この建物は、直下の断層を

考慮した免震建物です。

愛知県では、大学等の研究成果をモノづくり産業

の技術開発（イノベーション）につなげ、既存産業

の高度化や次世代産業を創出するため、付加価値の

高いモノづくり技術を支援する研究開発拠点として

「知の拠点」づくりを進めており、その中核施設と

して、あいち産業科学技術総合センターが建設され

ました。

設計を進める過程で、断層の調査をしたところ、

敷地内を断層が通っていることがわかり、最新の知

見をもとに断層を考慮した設計がなされています。

建築物概要

建　設　地：愛知県豊田市八草町秋合1267-1

建　築　主：愛知県

設計・監理：愛知県建設部、日建設計

施　　　工：安藤建設・日東建設・栄興建設 共同

企業体

主　用　途：研究施設

建 物 規 模：地上3階・塔屋1階

建 築 面 積：5,297.78m2

延 床 面 積：14,896.43m2

最 高 高 さ：SGL＋23.94m

構 造 種 別：免震構造（RC造・一部S造・SRC造）

施 工 期 間：2010年5月～2011年11月

最初に、本建物の概要ついて、設計者の日建設計

山本氏、吉原氏、桐山氏、施工者の安藤建設　高橋

所長から説明がありました。

「知の拠点」あいち産業科学技術総合センター

免 震 建 築 訪 問 記 ― 82

人見 泰義
日本設計

猿田 正明
清水建設

世良 信次
CERA建築構造設計

浜辺 千佐子
竹中工務店

写真1 建物外観

写真3 建物内観

写真2 建物エントランス
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2 建築概要
本建物は、21世紀の最先端研究を進める、融合型

研究を推進する研究所であるため、Communication

& interactionを誘発する空間をいかに構成するかが

課題ということでした。その答えとして、北棟と南

棟の2つの研究棟の間を、ナレッジ・コモンズと呼

ぶ階層的な設えのアトリウム空間とすることで、研

究者間のコミュニケーションを生み、融合的、境界

領域的研究の促進させようとしています。

北棟と南棟は各々3階建ての基礎免震建物で、建

物外周が法面で掘り込まれているので、免震層の存

在が外部がらも分かります。

実験施設のフレキシビリティに対応するために、

鉄骨下地を入れ天井吊材を無くすキャットウォーク

システムとして、天井裏に人が立てる空間を確保し、

設備更新を容易にしています。

北棟には電子顕微鏡を設置しています。微振動の

実測の結果、免震建物内でも除振が困難な低振動数

域では免震の上下で差が無いため、振動源との距離

をとり、除振台を設置して免震建物内に設置してい

るとのことでした。

環境配慮としては、太陽光発電や、雨水再利用、

隣接する森から冷涼な空気を外気として取り込み、

マットスラブ中のクールヒートチューブを通す地熱

利用など様々な取り組みを通して、環境に配慮した

設計となっており、CASBEEあいちSクラスを取得

しています。

施設内にはもう1棟、あいちシンクロトロン光セ

ンター（仮称）が在りますが、実験施設との関係か

ら、こちらは耐震構造の建物となっています。

3 断層調査と設計変更
敷地から数百mの距離にある猿投山北断層は、活

断層であることが確認されており、今後30年に発

生する確率は0～2％でやや高い部類に属していま

す。また、愛知県設計用入力地震動研究協議会では

防災対策として対策すべき断層と判断されていこと

から、万全を期すために、基本設計が終わった時点

で、断層調査を行ったそうです。

トレンチ調査を行った結果、断層らしきものが見

つかり、学識者の見解としては、

・累積性のある断層は2条

・猿投山北断層の副次的な断層の可能性がある。

（活動年代は不明）
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図2 猿投山北断層帯と建設地

図3 基本設計案での断層と建物配置

図4 実施設計での断層と建物配置

図1 建物断面
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免震建築訪問記－ 82

・原子力施設などは建てられないが、「一般の建物

を建てるな」とは言えない規模の断層

・明瞭な横ずれ断層で、猿投山北断層の一部と仮定

した場合でも、水平方向の変位は最大で1m程度、

鉛直方向の変位は水平の1/10程度

・断層と建物の離階は1～2m程度あればよい

というものでした。

これを受けて、道路に平行に配置していた建物を、

断層に平行にレイアウトし直し、断層を跨ぎ2棟の

独立した免震構造として屋根・ブリッジ・カーテンウ

オールで接続する、大幅な設計変更が行われました。

4 構造設計概要
建物は、約133m×44mの矩形平面であり、桁行

き方向は6.3mの21スパン、梁間方向は約11mの北

棟2スパンと南棟1スパンで、RC造、一部S造・

SRC造の純ラーメン構造となっています。

南棟と北棟はそれぞれが基礎からエキスパンショ

ンとした独立した免震構造となっており、基礎形式

はマットスラブによるべた基礎です。

地震時に可動する屋根、ブリッジは、万が一の断

層の上下変位にも追従可能とするために、軽量化し

た鉄骨造となっています。

本建物の安全性を十分確保するため、建物配置及

び構造計画の基本方針を下記としています。

①トレンチ調査で得た実際の断層ラインに±1m

を誤差として考慮し、想定断層ラインに設定し、断

層がずれた場合でも建物の支持力が確保できるよう

に想定断層ラインと基礎との隔離を1.5m以上確保

し、断層を避けて3棟を切り離して配置。②クリア

ランスを超えて衝突した場合に備え、免震構造であ

るが外力は低減せず、ベースシヤ係数0.2、外力分

布はAi分布の設計荷重とし耐力を十分確保（結果

Ds＝0.45相当の耐力を実現）。③地表断層滑りによ

る永久変形（フリングステップ）対策として、断層

「ずれ」の方向は、より大きな免震クリアランスを

確保。

免震装置は、800mmの変形が可能なように1200

φの天然ゴム系積層ゴムを用い、直動転がり支承を

併用することで、レベル3の等価周期は3.9秒以上

と長周期化を図っています。また、減衰は鉛ダンパ

ーと鋼材ダンパーを用い、降伏せん断力係数として

3.1％以上を確保しています。

設計クライテリアは、極めて希に発生する地震動

を超える入力として、レベル3地震動を①レベル3A

地震動（レベル2地震動の1.5倍の地震動）と②レ

ベル3B地震動（直下の断層に起因する地震動）に

23
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図5 構造計画概要図

図6 マットスラブと免震部材配置

図7 サイト波（猿投山北断層帯）の応答スペクトル

表1 設計クライテリア
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区分し、レベル3Ｂ地震動は、損傷は生じるが、人

命の確保が図られていることとしています。

5 免震エキスパンション
本建物は断層を跨いでいるため、北棟・南棟の2

つの免震建物に分かれて設計されています。

各々の建物は、レベル3B地震動を考慮して断層

並行方向は1000mm、断層直交方向は800mmの免震

クリアランスとなっていますが、1階床、屋根、外

壁とブリッジについては、免震建物同士が接してお

り、この部分には、1600mmの変形に追従できるエ

キスパンションが必要となっています。

これらエキスパンションについては、意匠上の見

え方と、変形追従性の両立を図るため、設計でも苦

労したとのことでした。

屋根は、張弦梁となっていますが、それを2スパ

ン毎に直動転がり支承により受け、1600mmの変形

に追従させています。また、ブリッジについても、

北棟側に直動転がり支承を配したあごを設けて、変

形に追従させています。

アトリウム部分の外装材の面外変形追従は、パン

タグラフのような形式を用い、内観はその部分を布

で覆い隠しています。

床については、基本的には固定部を挟み800mm

のエキスパンションを2つを並べて対処しています

が、外装材に取り付く部分は1600mmの変形に追従

できる仕組みを考え、別途可動試験を行ない、変形

追従性能を確認しています。

6 おわりに
直下の断層を考慮した免震構造ということで、設

計者の苦労のあとが随所に見られ、最終的には、反

力壁を設けジャッキによる位置修正を行えるように

するなど、想定外にも対応するという考え方の建物

となっていました。

建築的にも、免震層を法面を設けて掘り込むこと
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図9 免震クリアランスの考え方

写真4 屋根のエキスパンション

写真5 ブリッジのエキスパンション

写真6 外装材のエキスパンション

写真7 床エキスパンション
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免震建築訪問記－ 82

で半屋外の空間としたり、中庭を断層線を模したも

のとするなど、建物の構造の特徴を表現した建物と

なっていました。

東日本大震災の事例を見るまでもなく、人間の技

術は自然の脅威に常に勝てるものではない。しかし

ながら、常に人が住まう建物の場合には、可能な限

り被害を減らすことも建築技術者の責務だと思いま

す。

その意味で、震災前に断層の位置を調査で特定し、

断層が動いた場合を考慮するという今回の設計に対

して、設計者として断層に向き合う1つの回答を見

せてもらったような気がしました。

最後になりましたが、日建設計　山本氏ほかには、

建物を紹介いただきありがとうございました。

25
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写真11 集合写真写真8 外装エキスパンション詳細

写真9 反力壁（ジャッキ設置）

写真10 建物外周部の法面

写真12 断層を表現した中庭
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リング摩擦ダンパーリング摩擦ダンパー
構造形式：増幅機構型、筋違型、シアリンク型、方杖型他

製作・問合先
日本発条株式会社　営業部　第三営業部
TEL：045-670-0008　FAX：045-670-0022
共同開発　飛島建設株式会社

シリーズ「制振部材紹介」ー 19
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27東北地方太平洋沖地震関連

1 はじめに
2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震

においては東日本の広範囲で震度5弱以上を観測し、

多くの免震建物が地震の影響を受けた。地震計によ

り記録を残すことの出来た建物も多く、免震効果が

発揮されたことも報告されている1）。一方、実際に

建物内において地震時の揺れを体験した人の振動知

覚に関して報告されている例2）は少なく、それらの

データを収集し、公表することは今後の免震建物の

発展、普及に欠かせないものと考えられる。

本協会普及委員会では2011年3月11日の東北地方

太平洋沖地震において大きな揺れに見舞われた東北

から関東地方に建設された免震建物の居住者、勤務

者等を対象にアンケート調査を行った。

本報告はアンケート調査の結果をまとめたもので

ある。

2 アンケート調査の概要
調査対象はなるべく異なる用途、規模の建物を選

定した。最終的にアンケートの回答が得られたのは、

宮城県、福島県及び関東地方に所在する免震建物24

棟と非免震建物2棟であり、回答者数は197名である。

アンケート項目の主な項目は以下であるが、免震構

造についての感想、意見等について自由に記述して

もらう欄も設けた。

回答者特性：年齢、性別、地震時にいた場所

建 物 概 要：建設地、用途、構造種別等

体感の傾向：揺れの感じ方、恐怖・不安感等

家具・什器：移動、転倒、落下などの被害

インフラ等：停電、断水、ELV停止等

そ　の　他：生活・業務継続、満足度等

免震建物の回答者特性、建物概要について図1～6

に示す。

3 アンケート結果（免震建物）
免震建物居住者に対する代表的なアンケート項目

を、①体感、②居住者心理、③内部収容物の挙動、

④業務・生活継続性に関するものに分類し、それぞ

東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 関 連

2011年東北地方太平洋沖地震における
免震建物居住者へのアンケート調査
普及委員会　教育普及部会

委員長： 前林　和彦 清水建設

委　員： 今泉　隆之 ナイス 西川　一郎

岩下　敬三 免震エンジニアリング 平野　範彰 竹中工務店

木村　正人 三菱地所設計 山上　　聡 奥村組

豊田　耕造 NTT ファシリティーズ 増田　陽子 日本免震構造協会

図1 回答者の性別 図2 調査建物の用途

図3 調査建物規模 図4 調査建物周辺地域の震度

図5 地震時の居住位置 図6 調査建物の構造種別
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れ構造種別、上部構造の規模（層数）、地震時の居

住位置、建設地周辺の気象庁震度（以下、地表面震

度）の違いによる分析を行った。

ここでは、上部構造の規模は、上部構造の層数が

5層以下を「低層」、6層以上を「中高層」とし、居

住位置は、地震時の居住階が上部構造層数の半分以

上の場合を「上層階」、それよりも低い階を「下層

階」と定義する。

3.1 体感に関する分析

居住者の揺れの大きさに対する感覚を図7に示す。

構造種別、規模、居住位置の違いに関わらず、概ね

30％程度が「立っていられない程の大きな揺れを感

じた」と回答している。また、地表面震度が大きく

なるほど揺れを感じる度合いが大きくなり、震度6

弱の地域では約60％がこうした大きな揺れを感じて

いる。

揺れを感じた人に対して、「どのような揺れ方だ

ったか」を尋ねた結果を図8に示す。「少しの揺れ」

「立っていられる程度の揺れ」を感じた人の約85％

が免震建物特有のゆっくりした揺れを感じたことが

わかる。一方、「立っていられない程の揺れ」を感

じた人については、約50％がゆっくりした揺れを感

じているが、「ガタガタした揺れ」「激しい揺れ」と

感じた割合もそれぞれ20％強に達している。

アンケートに添付した気象庁震度階級関連解説表

により回答者が判定した震度（以下、体感震度）と

地表面震度との関係を図9に示す。これによると、

体感震度と地表面震度の関係には一定の傾向が見ら

れ、震度6弱の地域では約35％が体感で「震度6以上」

の揺れに感じていたことがわかる。

3.2 居住者心理に関する分析

地震時の心理状態に関する結果を図10に示す。揺

れに対する感覚と同様の傾向にあり、全体で約35％

が「恐怖感がかなりあった」「不安感がかなりあっ

た」と回答している。震度5弱以上になると恐怖感

や不安感を持つ割合が急増し、恐怖感や不安感が

「かなりあった」「少しあった」と回答した割合は、

震度5弱～震度6弱のいずれの地域においてもそれぞ

れ約90％、約80％に達している。免震建物であって

も大きな揺れの場合には、恐怖や不安を感じる人が

多いことは過去のアンケート調査でも報告されてお

り1）、免震建物特有の揺れ方について、居住者の理

28 MENSHIN NO.79 2013.2

東 北 地 方 大 平 洋 沖 地 震 関 連

図7 揺れの大きさに対する感覚

図8 揺れ方に対する感覚

図9 体感震度（横軸は地表面震度）

図10 本震時の居住者心理（横軸は地表面震度）
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解を深める必要がある。

一方、「頻発する余震に対して安心感があったか」

という質問に対しては、90％以上が「かなりあった」

「少しあった」と回答している（図11）。本震時に恐

怖や不安を感じた場合でも、本震後の余震時には免

震建物であることに安心感を持ったことがわかる。

3.3 内部収容物の挙動に関する分析

「家具・什器等の内部収容物の移動・転倒があっ

たか」と尋ねた結果を図12に示す。これによると、

全体で約10％が移動・転倒があったと回答してい

る。構造種別や規模、地表面震度の違いにより比較

すると、本アンケートの範囲内では以下の傾向が見

られる。

・構造種別では、RC系（RC造、SRC造）の建物に

比べてS造の建物に多い。

・低層の建物に比べて中高層の建物、また下層階に

比べて上層階にやや多い。

・移動・転倒があったという回答は、震度5弱以上

で現れ始め、震度6弱の地域で急増している。

なお、移動・転倒があったと回答された家具・什

器等の例を表1に示す。引き出しの飛び出しや花瓶

の転倒などの軽微なものがほとんどであった。

3.4 業務・生活継続性に関する分析

「免震構造であったことによる業務、日常生活の

継続について」のアンケート結果を図13に示す。地

域の停電や断水によって業務・生活継続ができなか

った回答があったものの、建物や設備の損傷等が原

因で業務・生活継続ができなかったと回答した人は

いなかった。

3.5 レーダーチャートによる分析

アンケート結果から得られる概括的な傾向を捉え

るため、以下の方法によりレーダーチャートの作成

を試みた。

①アンケートの代表的な項目を、

・「体感」（地震の揺れの感じ方、体感震度）

・「居住者心理」（恐怖感、不安感、余震時の安心感）

・「内部収容物」（家具・什器等の移動・転倒）

・「BCP」（ELVの閉じ込め、業務・生活の継続性）

に関するものに4分類する。

②それぞれの項目のアンケート結果について、結果

の性状が良いもの（＝5点）から悪いもの（＝1点）
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図11 余震時の居住者心理（設問：「頻発する余震に対して免震
建物にいる安心感はありましたか。」）

図12 内部収容物の移動・転倒

図13 業務・生活継続性（設問：「業務、日常生活が継続できま
したか。」）

表1 移動・転倒があったと回答された家具・什器等の例
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まで、5段階の評点に換算し、項目毎の平均値を算

出する。

③更に分類毎の平均値をレーダーチャートにプロッ

トする。

以上の作業を地表面震度別に行って作成したレー

ダーチャートを図14に示す。

この結果から、アンケート全般として以下の傾向

があると言える。

・「体感」は、地表面震度が大きくなるほど悪化す

る（揺れを感じやすい）が、構造種別・規模、居

住部位の違いによる差はほとんどない。

・「居住者心理」は、地表面震度が5弱以上で一気

に悪化する（恐怖感・不安感が増大する。）が、

構造種別・規模、居住部位の違いによる差はほと

んどない。

・「内部収容物」では、移動・転倒があったという

回答は、地表面震度が大きくなるほど増大するし、

RC・SRC造＜S造、低層＜中高層、下層階＜上層

階の傾向が若干見られる。

・建物側に起因するELVの閉じ込め、業務・生活の

継続ができなかった事例はない。

4 アンケート結果（耐震建物との比較）
次に、同一敷地に建設されている免震建物1棟、

耐震建物2棟（新耐震設計および旧耐震設計）の計3

棟（いずれも生産施設）を対象にした各棟10名への

アンケート調査結果について述べる。

4.1 建物概要と地震動強さ

敷地周辺のK-net記録によると、本震時の最大加

速度は約160gal～220galで地表面震度5強であった。

表2に本建物の建物概要、表3に地震時の推定応答値

を示す。免震建物の推定応答値は、構造設計資料と

免震層に設置されているオービットの軌跡の最大値

から推定、耐震建物はAi分布から推定した。

なお、何れの建物も主要構造部の被害は見られて

いない。

4.2 アンケート調査結果の比較

免震建物と耐震建物におけるアンケート調査結果

の顕著な違いを述べる。

（1）揺れの感じ方、心理（図15、16）

免震建物の場合、「大きくゆっくり揺れた」、「廻

るように揺れた」と感じた人が目立つ。「全く感じ

ない」または「少しだけ感じた」人もいた。但し、

大きく長い間ゆっくり揺れた初体験により不安感、

恐怖感を感じた人も多く見られた。「激しく揺れた」、

「建物から音がした」と感じた人は旧耐震、新耐震、

免震建物の順となる。構造形式に違いはあるものの

旧耐震建物は上下、水平方向に大きく激しく揺れた

と感じた人が多い。

（2）生産装置等の移動、転倒、落下（図17、表4）
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図14 アンケート結果のレーダーチャートによる分析
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免震建物は移動、転倒被害が無いだけでなく、書

籍、器具類の落下も殆どないことが判った。

一方、耐震建物では、建物内の30％の回答者が家

具・什器の移動、落下を確認している。建物形状、

対象物の量、種類、分布等が各建物間で異なり、単

純な比較はできないものの移動、転倒、落下に関し

ての実際の現象に明確な差異が見られた。

（3）業務継続評価（図18）

耐震建物内では機器の転倒、落下によるガラス容

器の割れ、危険溶液のこぼれ現象等が見られ余震に

対する恐怖感もあって少なくともその日は業務継続

できなかったという回答が多くあった。

これに対して免震建物の勤務者は全員が安心して

業務にあたり、継続に問題なしと回答している。

25％の割合で業務に支障が生じた新耐震建物勤務者

と比較して差異が生じた結果となった。

5 免震の評価、記述式回答の傾向
今回の体験を踏まえた免震の評価について図19に

示す。免震評価回答者数（173名）の内「非常に良

かった」（62.4％）、「良かった」（33.5％）を合わせ
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表2 建物概要

表3 本震の推定応答値

図15 揺れの大きさ、心理

図16 音、揺れ方 図18 業務継続評価

図17 生産装置・機器等の移動、転倒、落下

表4 被害の差異
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ると全体の96％となり、ほとんどの回答者が免震建

物に良い評価を与えていることが分かる。一方、

「良くなかった」の回答は無く、「あまり良くなかっ

た」（4.0％）の回答の主な理由として、免震特有の

ゆっくりとした揺れや長時間の揺れを不快に感じた

ことが挙げられた。

記述式回答に現れた特徴的なコメントを表5に示

す。これらは回答者が強く印象を持ったことを表現

したものと考えられる。

免震構造の特徴である「大きな揺れ」「ゆっくり

した揺れ」の他、「長時間揺れ」の記述も見られ、

今回の地震の継続時間が長かったことが反映されて

いる。また、「船酔い」の記述も従来のアンケート

と同様に見られ、今後更に免震建物特有の揺れ方に

ついて居住者・勤務者に説明する必要があると思わ

れる。

6 まとめ
アンケート結果から、事業・生活の継続性の面で

免震建物が大きな効果を発揮し、居住者から高い満

足度が得られたと言える。一方、はじめて経験する

大きくゆっくりした揺れに居住者が戸惑い、驚いた

状況がアンケート結果に反映された。居住者に対し

て、免震建物特有の揺れ方について事前に十分説明

し、理解を深めておく必要がある。

【参考文献】

1）「報告会－東北地方太平洋沖地震に対する応答制御建築物調査－」、

一般社団法人日本免震構造協会, 2012.1.26
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図19 免震建物の評価

表5 記述式回答によるコメント（原文のまま）
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1 はじめに
前編で述べた免震建物のアンケート結果は居住者

全体の意見を総合的に纏めたものである。本編は各

建物別に居住者のアンケート結果を分類し、各建物

の用途別の特性を分析、前編を検証することを目的

とした。地震時の内部収容物（家具・什器等）、体

感、業務・生活継続性の3点に着目しアンケート結

果から各建物の特性を解説する。特に、前編で着目

された免震建物の生活・業務継続性（BCPと呼ぶ）

に関して、詳細事項に関しても補足、言及した。

2 内部収容物の挙動（表1、2参照）
主に下記に示す4要因に関して分析した。

a）震度（表1参照）

転倒を目撃、証言した居住者が居た建物は5件、

その中の3件（占有率60％）が、気象庁震度6弱の場

所にあり、全体の震度の比率からみると（占有倍率）

2.4倍となる。滑動件数、転倒件数が占有倍率1.0以

上のもの（グレー着色）は、震度5強以上に見られ、

震度が大きくなるにつれ内部収容物の転倒、滑動及

び滑動被害が多く見られる。

b）構造（表1参照）

RC系建物とS系建物の間に転倒、滑動に関して大

きな差異は認められないが、占有倍率をみるとRC

系建物のほうが滑り、転倒の割合が高い結果となっ

ている。

c）用途（表1参照）

転倒、滑動総数の占有倍率は、病院、美術館、事

務所が占有倍率1.0以上と高い。前者2つの用途は、

転倒、滑動となる総数が多く、その分、割合が高い

ということもいえる。重要度が高いこれらの用途の

建物にはより免震性能が高い建物の普及が望まれる。

d）高さと居住位置（表1、2参照）

表1から見ると、低層、中層建物が高層、超高層

建物よりも転倒、滑動においては占有倍率が高い結

果となっている。表2は各建物のアンケート数の半

分以上が転倒、滑動被害の目撃証言をした人の物件

を抽出したが、各建物内での転倒被害件数は低～高

層とばらつきがあり、滑動被害の平均件数は中、低

層に限定された結果となった。

3 音（表3参照）
「音が聞こえた」と回答した人が半数以上いる物

件を表3に挙げた。回答した人の居住層は低層に多

い。コメントには、ブラインド、すだれの揺れる音

と感じた人が多くある。また、S系建物で「音が聞

こえた」と半数以上証言した人がいる建物は、6件

中、4件を占めており占有倍率も2.67とRC系建物

0.58よりも高い。音は入居者の恐怖感を煽る要因と

なるため、今後着目していく必要がある。

4 免震建物の挙動体感（表4参照）
各建物の半数以上の入居者の建物の揺れ体感状況、

揺れ方状況をグレー着色した。殆どの建物で「立っ

ていられる、いられない程度の揺れ」と感じており、

今回の地震の場合、震度5弱～6弱でもかなりの建物

の入居者が揺れを感じている。揺れ方は「大きくゆ

っくり、ゆっくり」した感じ方が多く、中でも大き

くゆっくり揺れていると感じている建物の入居者は5

割を占めている。また、各建物の転倒、滑動被害の

あったものを付記した。転倒、滑動が著しいと証言

した人は、立っていられない、激しく揺れた建物に

多かった。また、震源地に近い震度6弱地域では、一

部、上下動の揺れを感じている入居者もいる。

5 免震建物の事業継続性（表5参照）
停電は、建物本体より、大半は周辺地域の停電が

大きく影響している。また、断水に関しても大半が

周辺の電気系統の影響から来ている。結果として、

断水、ガスに関しては建物内の影響を挙げている人

の件数はなく、日常生活、業務の継続に関しては、

問題は殆どなかったと云う結果が出ている。ELV.

の停止状況に関しては、地震センサーが稼働、感知

して停止したものだけでなく、センサーが感知しな

東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 関 連

個別の免震建物に着目した
居住者アンケート調査の分析
普及委員会　教育普及部会
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かったものも多く見られた。閉じ込めは1件あった

が、大事には至らなかった。結果として、事業継続

が不可と回答した入居者の建物は8件あるが、前述

した様に免震建物内の影響よりも、周辺地域の影響

が大きい。但し、滑動、転倒の被害状況で述べたよ

うに、病院では困っているケースが見られ、建物だ

けの問題ではなく、より容量を有する非常用電源、

貯水槽を日頃から備えておく必要性を感ずる。

6 まとめ
前編のアンケート結果を利用して、建物に着目し

た詳細な分析を試みた。本アンケートにおいて、転

倒を目撃証言した人は各建物で1人～2人が大半であ

り、その数は各建物アンケート回答者の10～20％程

度にすぎない。また滑動被害の目撃証言した人も同

様の傾向が見られる。より大規模かつ強い地震に見

舞われた時の建物内部の挙動がどうなるかは今後に

委ねられる。また、トータル24件の建物の分析にな

るためサンプル数がどうしても限定されることが課

題として残る。今後、顧客の立場に立って免震設計

をより深く考えることが必要である。そのためには

地震時に本アンケートを活用し、免震、耐震建物の

地震時の居住性に関するデータをより充実、整備す

ることが望まれる。
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表1 内部収容物の挙動

表2 転倒・滑動被害と建物高さ・居住位置の相関

表3 音と構造・居住階位置相関
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表5 免震建物の事業継続性

表4 免震建物の挙動体感

033-035アンケート結果.qxd  13.2.18 1:30 PM  ページ 35



36 MENSHIN NO.79 2013.2

技術委員会報告 ― 1

1 はじめに
「免震部材の接合部・取付け躯体の設計指針」（以

下本指針）は、2009年7月に初版が発行された。

2010年秋に本指針の準拠基準である「各種合成構造

設計指針・同解説（日本建築学会）」（以下各種合成指

針）が大幅改定され、それを機に本指針の見直しを

進めてきた。第6回技術報告会（2012年5月）にて発

表した本指針改定版の概要を本誌にて報告する。

2 本指針の改定方針
今回の指針改定における方針を以下に示す。

①本指針の準拠基準である各種合成指針の改定内

容を反映し、本指針改定版（第2版）を作成する。

②改定に当り本指針の基本的考えは変更せず、上

記に伴う変更と誤記や表現の修正、免震部材設

計事例の追加を行う。

③各種合成指針で本指針が準拠しているのは第4編

の各種アンカーボルト設計指針で、その改定内

容は主に各種アンカーボルトの耐力評価式であ

る。

④各種合成指針の改定に基づき各種アンカーボル

トの耐力評価式を新たに規定し、この変更に伴

い本文や接合部の設計例などの修正を行ってい

る。

⑤接合部の設計事例として、天然ゴム系積層ゴム

アイソレ－タ以外に、履歴ダンパー付き積層ゴ

ムアイソレータと鉛プラグ入り積層ゴムアイソ

レータを加えている。

3 各種アンカーボルト接合方法の構造規定
各種アンカーボルトの接合方法に関する本指針

における構造規定は初版とほぼ同様であるが、改

定版では新たに⑥と⑦を加えている。

①免震部材に引張力が作用する場合は、原則とし

てアンカーボルトを設ける。

②各種アンカーボルトの埋込み深さは、アンカー

頭部が横筋より十分深くなる位置とする。

③各種アンカーボルトのコーン状破壊耐力算定時

の水平投影面積は原則横筋位置とし、アンカー

ボルト間距離や接合部躯体側面のへりあき寸法

を考慮した有効面積とする。

④突起付き袋ナット・突起付きボルト先端の突起形

「免震部材の接合部・取付け躯体の設計指針（第2版）」
の改定概要

技術委員会・免震設計部会・設計小委員会（平成25年1月現在）

委員長 藤森　　智 株式会社松田平田設計

委　員 市川　一美 東急建設株式会社

伊藤　裕一 株式会社大建設計

公塚　正行 株式会社i2S2

小山　慶樹 株式会社奥村組

佐藤　正浩 株式会社東京建築研究所

高原　伸一 株式会社熊谷組

竹内　章博 西松建設株式会社

武　茂隆 三井住友建設株式会社

中川　　理 株式会社構建設計研究所

中島　　徹 大成建設株式会社

中村　淳一 株式会社佐藤総合計画

平間　　光 株式会社長谷工コーポレーション

古橋　　剛 日本大学

丸山　　東 鹿島建設株式会社

谷地畝和夫 戸田建設株式会社

山c 達司 前田建設工業株式会社

036-040技術委員会報告1.qxd  13.2.18 1:31 PM  ページ 36



技術委員会報告－ 1

状は、引抜耐力確保のため十分な大きさを確保

する。

⑤ベースプレートは応力伝達上十分な剛性がある

ものとする。

⑥ベースプレートと躯体を接合する袋ナットやボ

ルト及び溶接部の耐力が、各種アンカーボルト

の許容耐力以上であることを確認する。

⑦接合部にアンカーボルトとスタッドボルトを併

用する場合はそれぞれで引張力やせん断を分担

させる設計方法とするが、併用しない場合は組

合せ応力に対し接合部の検討を行う。

4 各種合成指針改定に伴う本指針の改訂概要
各種合成指針は2010年に大幅に改定され、本指

針で準拠している第4編の各種アンカーボルト設計

指針の変更に基づき以下の改定を行っている。参

考として各種ボルトが、積層ゴムアイソレータの

取付け部に用いられている事例を図1に示す。

①本指針のアンカーボルト耐力評価式は、スタッ

トボルトや突起付き袋ナット・突起付きボルトは

各種合成指針の「4.2頭付きアンカーボルトの設

計」に、アンカーボルトは「4.4基礎アンカーボル

トの設計」に準拠する。

②各種合成指針の適用範囲はコンクリート強度

Fc48以下、アンカーボルト径9～25mmであり、

この適用範囲外のボルトに対しては軸部や頭部

の形状規定を追加する。

③耐力評価式中のコンクリート支圧強度低減係

数 は、各種合成指針に準じて長期荷重用は0.4

を1/3に短期荷重用は0.6を2/3に変更する。

④コンクリートの支圧強度fnの上限値は、5Fc（各種

旧合成指針10Fc）を6Fcとする。

⑤引張耐力算定では軸部の鋼材とコーン状破壊の

最小値を採用し、頭部のコンクリート支圧強度

はその値を満足することとする。なお突起付き

袋ナット・突起付きボルトでは、頭部形状などが

形状規定範囲外であるので従来通りの支圧強度

を採用する。

⑥せん断耐力算定では、コンクリート支圧強度・コ

ンクリート側面コーン状破壊・鋼材のせん断強度

の最小値を採用する。

⑦定着長さが不足する場合に生じるコンクリート

破壊（プライアウト）を防ぐための有効埋込み長

さの規定を、各種合成指針に準じて採用する。

なおベースプレートが十分に剛強で拘束効果の

ある場合は、有効埋込み長さの検討を省略可能

とする。

以上の内容を各種アンカーボルト毎に、引張と

せん断の許容耐力算定表として表1～3にまとめて

いる。なお各表には改定前後の算定式を併記して
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図1 積層ゴムアイソレータの取付け方法事例
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おり、どのような変更がなされたかが分かるよう

にしている。

5 各種免震部材の接合部設計例
今回の改定では、免震部材の接合部の設計例と

して天然ゴム系積層ゴムアイソレータ以外に、履

歴ダンパー付き積層ゴムアイソレータと鉛プラグ

入り積層ゴムアイソレータの事例を掲載している。

以下に各事例での検討概要を示す。

（1）天然ゴム系積層ゴムアイソレータの事例

・スタッドボルト＋突起付きボルト併用型の接合

部を採用（引張軸力発生無）

・免震層クリアランスに相当する変形（600mm）に

対して、接合部が短期許容応力度以下であるこ

とを確認

・接合部の設計は平面保持の仮定が成立する場合

と成立しない場合について行う

（2）履歴ダンパー付き積層ゴムアイソレータの事例

・スタッドボルトと長ナット＋突起付きボルトを

併用型の接合部を採用（引張軸力発生無）

・ゴム総厚×250％の変形に対して、接合部が短期

許容応力度以下であることを確認

・履歴ダンパーの性能ばらつきを考慮した設計応

力にて検討

（3）鉛プラグ入り積層ゴムアイソレータの事例

・引張軸力が発生するため、アンカーボルト＋定

着板の接合部を採用

・引張力はゴム総厚×250％の変形時に1.0N/mm2の

引張力が作用するとし、その応力下で接合部が

短期許容応力度以下であることを確認

・鉛プラグ入り積層ゴムの性能ばらつきと引張軸

力を考慮した設計応力にて検討

38 MENSHIN NO.79 2013.2
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表1 スタッドボルトの許容応力一覧表
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6 おわりに
今回の改定では、主に各種合成指針の変更によ

る内容を中心に見直しを行った。なお免震接合部

に用いられる突起付ボルトなどでは、各種合成指

針の形状規定範囲外のものもある。今後実験など

により、その性状を確認すべきであると考えてい

る。

また最近長周期地震動を含む過大入力の問題が

着目されており、免震部材接合部においてもその

終局時特性の把握が求められることから、今後本

指針において追記すべき項目となるであろう。

39
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表2 アンカーボルトの許容応力一覧表
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表3 突起付き袋ナット，突起付きボルトの許容応力一覧表
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1 はじめに
設計支援ソフト小委員会は、2009年4月以後の活

動として、リリーフ機構付き免震用オイルダンパ

ーや速度に対して非線形な減衰特性を有する粘性

ダンパー（以降、「非線形粘性ダンパー」と記す）

が付加された免震建物の地震応答予測を簡便に行

える計算法および応答曲線の構築を目標として研

究および種々の検討を行ってきた。

研究の途中結果を日本建築学会大会で発表1）～6）

してきたが、このたび最終のまとめを行いその成

果として計算ソフトおよび代表的な応答曲線の図

表を提供する形にまとめた。また、計算ソフトは

必要な諸元を入力することで本計算法による応答

曲線が得られる計算シート（Microsoft Excel）を

2012年4月よりJSSIホームページ（会員専用）で公

開している。

2 非線形粘性ダンパーを付加した免震層の簡
便な地震応答予測法

2.1 目的

本計算法（応答曲線）は、弾性系および弾塑性

系免震装置による地震応答計算結果が得られてい

る状況で、さらに非線形粘性ダンパーを付加する

ことで応答を抑制しようとする場合に、どの程度

の「ダンパー量」を付加すれば、どの程度の変形

低減やせん断力の変化が生じるかを簡便に予測す

ることを主目的としている。

以下で使用する主要な記号の説明

Tf：免震周期

α ：履歴型ダンパーの降伏せん断力係数

α ：粘性型ダンパーの減衰力係数（速度

150cm/sでの減衰力の建物重量比）

VE：構造物への入力エネルギーの総量の速度換

算値7）

χ：累積塑性変形量と最大変形量の比率9）

等価履歴ループの繰り返し回数neq8）の4倍

に相当。

エネルギー法告示9）における『ダンパー部

分の塑性変形の累積の程度を表す数値ni』の

2倍に相当。

Umax：免震層の最大変位

αmax：免震層の最大せん断力係数

2.2 αvの適用範囲および対象とした非線形粘性ダ

ンパー

1）既存免震建物の非線形粘性ダンパー設置量の調

査結果

2000年1月～2011年12月の間に日本建築センター

発行のビルデイングレターに掲載された性能価シ

ートから、非線形粘性ダンパーが設置された143棟

の免震建物についてダンパーの設置量の調査を行

い、α の結果をグラフ化したものを図1に示す。

図1から、α は一部の特殊な物件（例えば免震

レトロフィット等）を除くと、ほぼ0～10％の範囲

にあることが分かる。よって、以下ではα ＝0～

0.10を適用範囲とした。

「非線形粘性ダンパーを付加した
免震層の簡便な地震応答予測法」の概要

技術委員会・免震設計部会・設計支援ソフト小委員会（平成25年1月現在）

委員長 酒井　直己 株式会社大建設計

幹　事 山崎　久雄 ユニオンシステム株式会社

委　員 石鍋雄一郎 日本大学

今井　　究 株式会社構造ソフト

國松　要介 株式会社構造計画研究所

佐々木頼孝 東洋ゴム化工品株式会社

中村　敏治 株式会社篠塚研究所

米川　隆志 共立建設株式会社

渡邉　信也 株式会社NTTファシリティーズ総合研究所
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2）対象とした非線形粘性ダンパーについて

本予測法では、オイルダンパーや速度べき乗型

ダンパーを減衰力－速度関係の非線形性を考慮し

た非線形ダッシュポットとして取り扱うものとし、

図2の様なリリーフ機構を持つオイルダンパー（バ

イリニア粘性型）の特性を、図3の様に平易な連続

関数（減衰力が速度の0.3乗に比例）で表せる非線

形粘性ダンパーに一元化して扱うものとした。

なお、各ダンパーのパラメータは［JSSI免震部材

標準リスト2005］10）の数値を参考にした。

2.3 解析モデルについて

本検討に用いた解析モデルは、免震層の復元力

特性を有する1質点系モデルとした。すなわち上部

構造は重量のみを考慮した剛体としている。免震

層の復元力特性は、図4に示すように積層ゴムは線

形バネに、履歴型ダンパーは完全弾塑性（2次剛性

が0のノーマルバイリニア）バネに、および非線形

粘性ダンパーは減衰力－速度関係を減衰力が速度

のべき乗に比例するダッシュポットにそれぞれモ

デル化し、3つのモデルの並列系とした。

2.4 エネルギーの釣合式による非線形粘性ダンパ

ーを付加した免震層の最大変形予測

エネルギーの釣合に基づく手法による非線形粘

性ダンパーを有する免震層の最大変形予測手法の

概要を以下に示す。

免震層のエネルギーの釣合は、以下の基本式で

表現することができる。

Weは弾性振動エネルギー、W は非線形粘性ダン

パー、W は履歴型ダンパーによる塑性ひずみエネ

ルギーにより吸収されるエネルギーを示す。

また、地震動による総入力エネルギーEは、

ここで、地震動の終了時において弾性振動エネ

ルギーWeはEに対して非常に小さな値であるので、
W とW の分担割合が明らかとなれば、履歴型ダ

ンパーに関するエネルギーの釣合を次のように表

現することができる。

よって、履歴型ダンパーの累積塑性変形倍率ηは、
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図1 既存免震建物の調査結果によるαvの分布範囲

図2 バイリニア型 図3 速度べき乗型

図4 1質点系モデル
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また、履歴型ダンパーの塑性変形倍率µm（塑性

率から1を減じた値）とηは下式の形で結びつける

ことができる。

χが設定されれば最大変形δmaxは次のように評

価することができる。

χの値をα とα をパラメータとした種々の地

震応答解析で算出したところ、ケースごとでバラ

つきの大きい値ではあるが、設計値としてχ＝8程

度の値が妥当と判断し、以下の検討を進めた。ま

た、文献の包絡解析法11）もχ＝8としている。

なお、詳細は文献12）p.90-93を参照。

2.5 非線形粘性ダンパーの負担する消費エネルギ

ー分担率の同定

1）時刻歴地震応答解析による履歴型ダンパーの吸

収エネルギー

2.3の解析モデルを用いて時刻歴地震応答解析を

行い、履歴型ダンパーによる吸収エネルギーW と

非線形粘性ダンパーによる吸収エネルギーW を計

算した。

解析パラメータは、履歴型ダンパーの降伏せん

断力係数α と非線形粘性ダンパーの150kine時抵

抗力を総重量で除した値α の2つで、それぞれ0.01

～0.10（0.01刻みに10ケースずつ）とした。

入力地震波は、エルセントロ（NS）、タフト

（EW）、八戸（NS）、JMA神戸（NS）の4波を用い

た。JMA神戸（NS）は原波を、その他は最大速度

を50kineに基準化して用いた。

2）非線形粘性ダンパーによる吸収エネルギー分担

率の同定

時刻歴地震応答解析から得られたW /（W ＋W ）

の平均値とα の関係をα ごとに近似を行い、

1.0－W /（W ＋W ）として非線形粘性ダンパー

による吸収エネルギー分担率の同定を行った。

種々のパラメタリック解析の結果、非線形粘性

ダンパーによる吸収エネルギー分担率を下式のよ

うに同定した。

なお、詳細は文献12）p.94-96を参照。

2.6 非線形粘性ダンパーを付加した免震層の最大

せん断力（係数）予測

積層ゴム、履歴型ダンパーおよび粘性型ダンパ

ーで構成される免震層に生じるせん断力Fは次式で
ある。

ここに，Uは免震層の変位，Kfは積層ゴムの剛性、
Qpは履歴型ダンパーの降伏荷重である。
また、非線形ダッシュポットが定常変位U＝
Umaxsin（ωt）で変形するときの任意のUにおけるFv
は次式となる。

上式のFは，0<κ≦1では0<U<Umaxにおいて正側
に極値を持つので、dF/dU＝0となるU（＝Uc）とす
ると、Ucは最大せん断力発生時の変位である。そ
こでまずdF/dU＝0を変形して次式を導く。

上式より（Uc/Umax）はκおよびλに依存すること

がわかる。またλ＝K /Kfと表せ、K は非線形ダッ
シュポットのUmaxにおける損失剛性13）である。た
だしUcは代数的に求まらないので、0≦κ≦1および

0≦λ≦5と変化させながら（Uc/Umax）を収束計算
で求め、κおよびλに関する回帰式を作成した。

なお、詳細は文献5）および文献12）p.97-98を参

照。

3 計算シートの使用方法
3.1 本計算ソフトの概要

本計算ソフト（2012JSSI設計支援ソフト小委員会

応答予測法.xls）は、必要な緒元を入力することで

本計算方法による応答曲線を計算するソフトであ

り、使用するにはMicrosoft Excel（2003以降のバー
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ジョン）が必要となる。また、ユーザ定義関数を

使用しているため、マクロを有効にする必要があ

る。

3.2 操作方法

本計算ソフトを立ち上げて、「入力・グラフシー

ト」画面を表示する（図5）。「入力・グラフシート」

の黄色いセルに「VE」および「χ」を入力する

（初期値では、VE＝1.5［m/s］、χ＝8が入力されて

いる）。各値を入力すると本計算法による応答曲線

が自動で計算される。

3.3 計算結果の見方

本計算ソフトの「入力・グラフシート」のVEお

よびχに適当な値を入力すると、入力部分の下部

にα の値が0.01～0.07まで0.01刻みの7枚の応答曲

線（縦軸がαmax、横軸がUmaxのグラフ）が表示さ

れる。

各々のグラフはα を固定した状態で、非線形粘

性ダンパーのα を0.00～0.10まで0.01刻みで付加し

た場合、およびTfを3.0sec～7.0secまで0.5sec刻みで

変化させた場合の各々の計算結果が青丸点（○）

で表示される。

具体的な例として、図6にVE＝1.5［m/s］、χ＝8

と入力し、α ＝0.03とした時のグラフを示す。本

計算法により算出した応答値が非線形粘性ダンパ

ーを付加していない状態（α ＝0.00）のα ＝0.03

のラインをスタートとして、α の増加により各Tf
毎の応答値が変化していく様子がわかる。設計条

件としてVE＝1.5［m/s］、χ＝8、α ＝0.03、Tf＝

4.0［s］でα ＝0.04とした場合のαmaxは約0.105、

Umaxは約0.225［m］となる。（図6の矢印で示す青

丸点）

また、グラフには非線形粘性ダンパーを付加し

ない場合と比較するために、履歴系ダンパーのみ

の場合の応答曲線（α ＝0.00とし、α を0.01～

0.07まで変化させた計算結果）を併せて表示してい

る（赤の実線および破線）。

例えば、図6の矢印で示す青丸点（α ＝0.03、

Tf＝4.0［s］、α ＝0.04）は、非線形粘性ダンパー

を付加しない場合のα ＝0.06、Tf＝4.5［s］とほ

ぼ同等のαmax、Umaxであることがわかる。

4 告示計算との比較
平成21年建設省告示第2009号第6の計算方法（以

下、告示計算と呼ぶ）と本計算法との比較を試み

た検討結果を以下に示す。なお、検討方法の詳細

は文献12）p.102-105を参照。

図7にα ＝0.03および0.06で、α ＝0.00～0.10

検討結果を示す。

告示計算ではαp、α が大きくなると、加速度の

低減率Fhが下限値の0.4となり、Tf、α が同じであ

ればUmaxは一定値となる事が分かる。一方αmaxは
Tf、α が同じであればα が大きくなるほどαmax
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図5 「入力・グラフシート」画面
図6 αp＝0.03の場合の応答曲線（VE＝1.5［m/s］、χ＝8、αv＝

0.00～0.10）
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も大きくなる。また、今回の検討では、告示計算で

は下限値0.4に達するケースが比較的多いことも分

かる。

図8はFhの下限値を無くした場合の検討結果を示

す。この場合、告示計算の方がαmaxおよびUmaxと
もに小さく計算され、非線形粘性ダンパーの効果

が大きく評価される傾向がある事が分かる。

以上から、告示計算ではFhの下限値が無いとダ

ンパーの設置量に対して応答値を過小評価する危

険性があり、下限値はダンパーの減衰効果に対し

て安全側に歯止めがかかっていることが良く分か

る。

なお、本検討において応答値の傾向は似ている

ものの、本予測法の計算結果と告示計算の結果が

一致しない点については、入力地震動の大きさの

評価方法が異なっていることが原因の一つにある

と考える。

5 まとめ
免震建物に非線形粘性ダンパーを設置した場合

の簡易な応答予測法として、エネルギーの釣合に

基づく応答評価手法を開発し、応答予測曲線から

簡便に免震層の最大変形と最大せん断力係数を求

めることを可能にした。

なお、本予測法は非線形粘性ダンパーの設置量

による大凡の応答値及びその値の変化の傾向をつ

45
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図8 本予測法（χχ＝8,VE＝150cm/s）と告示計算（Fh≧0.0）の比較

図7 本予測法（χχ＝8,VE＝150cm/s）と告示計算（Fh≧0.4）の比較
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かむためのものであり、応答値の正解値を算出す

るものではないこと、及び適用範囲に注意して使

用することを御願いする。

※本検討で使用した地震波は、日本建築センター、

気象庁、防災科学技術研究所の公開波形を利用

させていただきました。

6 今後の活動について
6.1 本簡易地震応答予測法の長周期地震動に対す

る適用性に対し、以下の追加検討を予定して

いる。

①検討に使用する長周期地震動の選定

②本予測法においてχの値は応答評価の根幹に

関わるものであり、選定した長周期地震動に

対し単位地震動の繰返し数に着目したχの値

の見直し等を検討する。

③簡易応答予測法と実応答の比較を行い考察す

る。

6.2 簡易風応答解析のExcelソフトの開発

耐風設計部会がまとめた「免震建物の耐風設計

指針2012」の「付5免震層の簡易風応答評価方法」

に示された静的な計算を、エクセルシートで簡便

にかつ理解しやすい形で処理できるソフトの開発

を検討している。

なお、耐風設計部会にソフトの照査を依頼し完

成したら本協会のHPで公開する方向で作業を進め

る予定。
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講習会報告

1 講習会概要
日時：2012年9月21日（金） 13：30～17：30

会場：工学院大学　新宿キャンパス　3階　URBAN TECH HALL

（東京都新宿区西新宿1-24-2）

携行品：書籍「免震建築物の耐風設計指針」

主催：一般社団法人日本免震構造協会　技術委員会　耐風設計部会

2 講習会の概要
2.1趣旨

免震建築物は着実に増加を続け、かつ近年は、これまで免震構造に向かないとされていた高層建築物や塔

状比の大きな建築物へも適用され始めている。免震建築物の耐震性能の確保については技術環境が整備され

つつあるが、「対風」性能の評価に関しては関心が低く、整備が遅れていると言わざるを得ない。このよう

な状況に鑑み、本協会は2007年6月、「設計判断を下すに至る作業」を合理的かつ実務的に進めることが出来

る技術環境の整備を目的として耐風設計部会を設置し、耐風設計指針作成作業を開始し、2012年9月に「免

震建築物の耐風設計指針」が刊行されることになった。本講習会では、免震建築物の耐風設計指針と関連技

術情報を説明する。

2.2プログラム

「免震建築物の耐風設計指針」解説講習会

日建設計
田中賢嗣

時間割
司会：北村春幸（東京理科大学）
13:30～

13:40～

14:20～

14:50～

15:20～

15:35～
16:05～
16:25～
16:40～
16:55～
17:10～

内 容

1. 主旨説明
2. 指針・解説
第1 章一般
第3 章免震層の設計
第2 章風荷重の設定
付3 暴風の継続時間
付4 暴風の累積作用時間の簡易評価方法
第4 章免震部材の設計
付1 免震部材の性能試験法
休憩
付2 免震部材の風応答特性
・積層ゴム支承
・滑り・転がり支承
・弾塑性ダンパー
・流体系ダンパー
付5 免震層の簡易風応答評価方法
付6 免震層の風応答評価例

講師（敬称略）

大熊武司（神奈川大学）

吉江慶祐（日建設計）

松井正宏（東京工芸大学）

竹中康雄（鹿島建設）

菊地隆志（ブリジストン）
上田　栄（日本ピラー工業）
吉川秀章（新日鉄住金エンジニアリング）
讃井洋一（日立オートモティブシステムズ）
安井八紀（泉創建エンジニアリング）
吉江慶祐（日建設計）
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2.3講習会の概要

1）主旨説明：極稀暴風時の風荷重が設計用地震力以下であることが耐風設計を省略できるという理由にはな

らないと述べており、耐風設計の重要性、風外力の特徴とその対応方法について説明があった。また、免

震部材の耐風挙動（微小振幅時）については資料を整備中とのことである。

2）第1章：指針の目的・内容について説明があった。風荷重に対する最大応答量・長時間の繰返しによる損傷

の累積に対する設計・検証方法が提示されている。また、極稀暴風時の免震層の応答状態を3段階（A、B、

C）に分類し、ランク毎に耐風安全性の検証方法を用意するという本指針の概念について説明があった。ラ

ンクBやCでは繰り返し荷重に対する免震部材の健全性、累積疲労損傷評価やエネルギー吸収量など、継続

時間を含めた風荷重の詳細な設定が必要である。

3）第2章：風荷重の設定方法について説明があった。風荷重の設定に当たっては、建物の形状・振動特性・免

震層の復元力特性・建設地及び周辺の状況を十分に考慮されなければならない。

付録3：等価継続時間の概念の説明があり、暴風1イベントの等価継続時間の評価結果が示された。また、

仮想台風の時刻歴風速の生成方法が提示された。

付録4：最大風速の簡易評価方法、累積作用時間の評価方法について説明があり、その算定例が紹介され

た。

4）第4章：極稀暴風時および暴風後も免震部材がその機能を保持することが設計上重要であると述べられた。

また、免震部材の疲労特性・温度特性・クリープ特性・微小振幅特性等の性質について説明があり、設計者

は免震部材が持つ特性を考慮して設計をするべきとのこと。

付録1：免震部材の加振実験における考え方、一定振幅正弦波加振実験の妥当性、試験方法および留意点

について説明があった。

5）付録2：各種免震部材の風応答特性について説明があった。

6）付録5：免震部材の風荷重の平均成分と変動成分における応答特性（クリープ性等）を考慮した、免震層の簡

易風応答評価方法について説明があった。また、積層ゴム、鋼棒ダンパー、鉛ダンパーの3種類で構成さ

れる免震層における適用例が紹介された。

7）付録6：超高層集合住宅の基礎免震構造建物を対象とし、極稀暴風時の風荷重に対して免震層の応答特性

がランクB以下となる設計例が紹介された。設計例では、風方向と風直交方向の風荷重の組合せや、時刻

歴応答解析、免震部材の疲労評価が紹介されている。

写真1 講義風景 写真2 会場内風景
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49性能評価（評定）業務

日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）を受け、性
能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併せ行っております。
ここに掲載した性能評価（評定）完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価（評定）を完了し、申請

者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容
建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方法や建築
材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これは、日本免震構
造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。

◇業務範囲
日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令第
59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第2号の2の区分（構造性能評価）
建築基準法第20条第一号（第二号ロ、第三号ロ及び第四号ロを含む）の規定による、高さが60mを超える
超高層建築物、または免震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物
②第6号の区分（材料性能評価）
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料等の建築材料の性能評価

◇業務区域
日本全域とします。

◇性能評価委員会
日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①構造性能評価委員会（第2号の2の区分）原則として毎月第1水曜日開催
②材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催

◇評価員
構造性能評価委員会 材料性能評価委員会

委員長 和田　章 （東京工業大学） 委員長 寺本　隆幸 （東京理科大学）
副委員長 壁谷澤寿海 （東京大学） 副委員長 山　峯夫 （福岡大学）

山崎　真司 （東京電機大学） 委員 曽田五月也 （早稲田大学）
委員 大川　出 （建築研究所） 西村　功 （東京都市大学）

島 和司 （神奈川大学） 山崎　真司 （東京電機大学）
瀬尾　和大 （東京工業大学）
曽田五月也 （早稲田大学）
田才　晃 （横浜国立大学）
中井　正一 （千葉大学）

◇詳細案内
詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
URL: http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価（評定）業務
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国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたもの、及び
当協会免震建物データ集積結果により作成しています。間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。
また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　　URL:http://www.jssi.or.jp/ FAX:03-5775-5734 E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表
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（2012.10.1～2012.12.31）

運営委員会
委員長　深澤　義和

運営委員会は 10/23、11/13、

12/11に開催された。JSSI活動の

課題と今後の活動方針を議論し

ている。現在までに、技術者の

育成・国際化・制振構造への取り

組み強化・会員制度の見直し・倫

理規定の制定と運用・20周年行事

企画・諸規定の整備などがあげら

れている。今後、今年度内に解

決することは解決し、次期活動

方針に盛り込むことは盛り込み、

方針をまとめる。

技術委員会
委員長　北村　春幸

東日本大震災の教訓をもとに、

免震構造の長周期地震動への対

応と耐風設計が適切に実施され

るための普及活動が、技術委員

会の課題となっている。これら

の課題に対して、継続時間の長

い多数回繰り返し荷重に対して、

免震部材の限界性能の確認、安

全性判定基準の整備、応答解析

技術の開発などが各小委員会で

検討されている。これらの成果

から、免震建物の供用期間中の

強風や地震動を全て考慮した設

計法へ向けたスタートを切れる

ことを期待する。

免震設計部会
委員長　藤森　智

●設計小委員会

委員長　藤森　智

「免震装置の接合部・取り付け

躯体の設計指針」第2版（案）を脱

稿し協会に提出した。また津波

襲来地域における免震建物設計

に当っての基礎検討として、解

析モデル・解析パラメータを設定

し、検討を開始した。

●入力地震動小委員会

委員長　久田　嘉章

2012年11月21日に第75回入力

地震動小委員会を開催し、「免震

建築物のための設計用入力地震

動作成ガイドライン」の原稿案と

内部査読の担当者を確認した。

次回委員会で査読結果を審議す

る予定である。

●設計支援ソフト小委員会

委員長　酒井　直己

次の活動テーマを議論し、①

変動風力、平均風力による静的

な変形およびクリープ変形を算

出する簡易風応答解析ソフトを

試作し纏め方を検討中。②HPで

公開した簡易応答予測法の長周

期地震動に対する検証について

検討を始めた。

耐風設計部会
委員長　大熊　武司

HPにアップする“免震建築物の

耐風設計指針についての質問・回

答”の内容と新年度の活動方針を

確認した。指針の更新準備・英文

化を予定している。併せて、今

秋予定されている20周年記念国

際シンポジウムにおいて指針概

要を発表する予定である。

施工部会
委員長　原田　直哉

JSSI免震構造施工標準2013年

版の編集作業を継続中。全章の

見直しが完了したが、エキスパ

ンションジョイントに関する項

目が、一部保留となっている。

付録とする施工計画書（案）やQC

工程表の最終検討作業を実施す

る予定である。

免震部材部会
委員長 C山　峯夫

●アイソレータ小委員会

委員長　b山　峯夫

アイソレータ小委員会では、

積層ゴムやすべり・転がり支承の

規格について議論をすすめてい

る。規格の作成にはまだ時間が

かかるものの、結果的に積層ゴ

ムJISや材料認定の基準とそれほ

ど大きく変わらないかもしれな

い。ただ、この規格により免震

部材の性能に関する共通の認識

ができるようなものを目指した

い。

●ダンパー小委員会

委員長　荻野　伸行

東北地方太平洋沖地震におけ

る応答制御建築物調査委員会

免震構造設計部会ダンパーWGの

課題であるダンパーの変状・維持

管理、2方向に関する影響等につ

いて、対策案を含め継続して検

討中である。また、防耐火部会

（オイルダンパー耐火性能WG）で

検討しているオイルダンパーの

火災時挙動に関する報告書作成

についても平行して協力してい

る。

応答制御部会
委員長　笠井　和彦

パッシブ制振評価小委員会

委員長　笠井　和彦

制振部材品質基準小委員会

委員長　木林　長仁

制振部材の技術開発および制

振効果に関する検討を行うため

の活動を10/26（8名）、11/29（9名）

に行った。活動としては、JSSI

ハンドブックの原稿検討等を行

うとともに、「パッシブ制振構造

委 員 会 の 動 き
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の設計施工マニュアル・技術デー

タシート」の内容確認を行い、改

定に向けた見直しを開始した。

また、「最近の免震建築の概要紹

介」（担当：木林）に関する議論を

行った。

防耐火部会
委員長　池田　憲一

地震後の免震装置の耐火被覆

の維持管理方法について検討を

実施し、維持管理委員会に見解

を示した。オイルダンパーの耐

火性について、報告書の作成に

着手した。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

例年この時期から検討を始め

ているフォーラムだが、来年は

協会創立20周年記念事業がある

ため、普及委員会としては従来

通りこれに協力していくための

準備に入っている。その他の活

動については各部会の報告によ

る。

教育普及部会
委員長　前林　和彦

会誌2月号に掲載する原稿につ

いて討論し、「2011年東北地方太

平洋沖地震における免震建物居

住者へのアンケート調査」、「個

別の免震建物に着目した居住者

アンケート調査の分析」の2編に

まとめた。協会HPにアンケート

集計結果に替えてアンケート概

要を掲載することとし、昨年12

月に完了した。

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議は10月24

日（水）に開催された。11月22日

（木）発行予定の会誌78号の進行

状況の確認、次の79号の内容及

び執筆依頼について検討した。

出版物「考え方進め方免震建築」

の改訂内容及び進捗状況の報告

もあり、来年の講習会に使用で

きるように、今年中の原稿完了

を目指している。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

12月13日に第30回委員会を開

催した。最終段階にあった「免震

と非免震集合住宅の地震被害想

定比較表」を協会HPの「免震入門」

に掲載した。

10月16日にビックサイトで開

催された不動産ソリューション

展で「東日本大震災で実証された

免震構造」と題して講演を行った。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

国際委員会が中心となり、免

震建物の設計基準の国際比較と

共通化に向けた取り組みを続け

ている。基礎免震については、

適用範囲に違いはあるものの、

各国とも1質点置換と等価線形化

法による応答評価法が採用され

ており、共通点は多い。一方、

時刻歴応答解析の方法を詳細に

規定しているのは日本のみであ

り、日本の方法を共通基準とし

て国際会議などを通じて提案し

ていきたいと考えている。また、

来年9月に仙台で開催される第13

回世界免制震会議および協会20

周年記念シンポジウムの準備を

進めている。

資格制度委員会
委員長　長橋　純男

資格制度委員会（運営幹事会及

び6部会で構成）は、当協会が認

定する「免震部建築施工管理技術

者」および「免震建物点検技術者」

の資格に関わる講習・試験及び更

新講習会の実施とその合否判定

の事業を担当している。今年度

は既に9月30日（日）に『免震部建

築施工管理技術者講習・試験』が

500名を超える受験者により実施

されたが、当該期間（10月?12月）

には下記の2回の更新講習会が開

催された。何れも約75％の高い

更新率で、建築界における当資

格のニーズが高いことを示すも

のと思われる。

11月4日（日） 第8回免震部建

築施工管理技術者/更新講習会

（会場：東京・砂防会館） 316名受

講　更新率75.6％

11月25日（日） 第6回免震建

物点検技術者/更新講習会（会場：

東京・JA共済ビル） 171名受講

更新率74.7％

なお、今年度内にはこのあと、

『第11回免震建物点検技術者講

習・試験』が1月26日（土） に東

京・ベルサール新宿を会場として

予定されているが、昨年度のほ

ぼ2倍に当たる322名から受験申

込があった。

維持管理委員会
委員長　沢田　研自

東日本大震災から1年半を経て

も現在までの知見を盛り込んだ

「免震建物の維持管理基準-2012-」

を10月末に出版した。今回の大

震災について、未だ様々な角度

から検討が行われており、今後

も新しい知見が得られ次第、都

度改訂することとしている。

なお、現在の維持管理基準は、

点検の負荷が重くなる傾向にあ

り、今後は、従来から問題が生

じていない項目を省くなど、簡

略かつポイントを押さえた基準

とすべく検討を実施している。
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維持管理基準では、点検という

狭い範囲について解説している

が、設計や施工時に内在する問

題を避けて通れないことから、

今後はそれらに関しても積極的

に言及した、免震の教科書的な

内容にすることも検討している。

原子力関係施設免震構造委員会
委員長　北山　和宏

本委員会では施工維持WG、要

求性能WGおよび設計指針WGの

三つのワーキング・グループを設

置している。各WGでの活動の成

果として「原子力関係免震構造建

物の施工・維持管理ガイドライ

ン」、「高性能免震装置の開発ロ

ードマップ」および「原子力関係

免震構造建物の設計ガイドライ

ン」を2012年度末までに取りまと

めることを確認し、それぞれの

目次案について審議した。

「維持管理ガイドライン」は本

会の「免震建物の維持管理基準

2012」を基本として作成し、原子

炉施設に適用される使用前検査

や高経年化評価に対応した内容

とする。「高性能免震装置の開発

ロードマップ」の作成に際しては、

免震部材の性能やフェールセー

フ機構に関する詳細調査に基づ

き、想定を超える入力地震動に

対して免震原子炉施設の損傷シ

ナリオについて議論した。「設計

ガイドライン」ではBおよびCク

ラスの原子炉施設を対象として、

免震設計を行う際に留意すべき

事項等を取りまとめて示す。そ

のために、中間貯蔵建屋（Bクラ

ス（Ss））および固体廃棄物貯蔵庫

（Bクラス）の試設計を行って、各

種の解析に取り組み始めた。
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10月2日 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館1F大ホール 6
10月2日 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 建築家会館3F大会議室 8
10月2日 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 建築家会館3F小会議室 6
10月3日 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 事務局 13
10月4日 表彰委員会 建築家会館3F大会議室 6
10月5日 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会 建築家会館1F大ホール 23
10月5日 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F大会議室 7
10月9日 技術委員会/防耐火部会/耐火認定試験体WG 事務局 9
10月9日 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会/SWG 〃 4
10月10日 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F大会議室 5
10月10日 維持管理委員会 事務局 11
10月12日 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 11
10月16日 資格制度委員会/施工管理技術者審査部会 〃 7
10月16日 資格制度委員会/施工管理技術者更新部会 〃 5
10月17日 原子力関係施設免震構造委員会/設計指針WG 食品衛生センター 5階 小会議室 11
10月17日 技術委員会/施工部会 スタジアムプレイス青山 9階　902 10
10月17日 応答制御建築物調査委員会/幹事会 事務局 8
10月18日 資格制度委員会/運営幹事会 〃 8
10月22日 技術委員会/防耐火部会 〃 15
10月22日 「考え方・進め方免震建築」編集委員会／第6章打合せ 〃 3

10月23日
 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/ 免震エキスパンションガイドライン

 作成委員会/SWG 
建築家会館3F小会議室 6

10月23日 運営委員会 事務局 11
10月23日 普及委員会/教育普及部会 建築家会館3F大会議室 8
10月24日 原子力関係施設免震構造委員会/要求性能WG 〃 10
10月24日 普及委員会/出版部会/「MENSHIN」78号編集WG 事務局 6
10月24日 普及委員会/出版部会 〃 10
10月24日 「考え方・進め方免震建築」編集委員会／幹事会 〃 7
10月26日 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 〃 8
10月29日 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会SWG  〃 3

10月30日
 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/ 免震エキスパンション ガイドライン

 作成委員会/本委員会 
〃 16

10月31日 技術委員会/基準法改正WG 〃 7
11月6日 運営委員会/会務WG 〃 5
11月6日 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 〃 7
11月7日 『設計者のための免震・制震構造ハンドブック』編集委員会 〃 7
11月7日 技術委員会/基準法改正WG 建築家会館1F大ホール 5
11月9日 近未来問題検討委員会 事務局 3

11月13日
 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/ 免震エキスパンションガイドライン

 作成委員会/SWG 
建築家会館3F小会議室 8

11月13日 運営委員会 事務局 15
11月13日 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 建築家会館3F小会議室 10
11月16日 原子力関係施設免震構造委員会/施工維持WG 建築家会館1F大ホール 13
11月16日 国際委員会 事務局 7
11月16日 技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会 建築家会館3F大会議室 13
11月20日 技術委員会/防耐火部会 事務局 14
11月20日 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 15
11月21日 技術委員会/運営幹事会 〃 15
11月21日 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 〃 16
11月22日 記念事業委員会 〃 10
11月22日 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 建築家会館3F大会議室 10

11月27日
 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/ 免震エキスパンション ガイドライン

 作成委員会/本委員会 
事務局 14

11月27日 技術委員会/施工部会 スタジアムプレイス青山 9階　902 12
11月28日 応答制御建築物調査委員会/免震構造地震応答評価部会 事務局 11
11月29日 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 〃 9
12月3日 技術委員会/防耐火部会/耐火認定試験体WG 〃 11
12月4日 「考え方・進め方免震建築」編集委員会／幹事会 〃 9
12月5日 原子力関係施設免震構造委員会/設計指針WG 〃 11

日付 委員会名 開催場所 人数

委員会活動報告（2012.10.1～2012.12.31）
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12月6日 技術委員会/基準法改正WG 〃 6
12月6日 普及委員会/教育普及部会 千駄ヶ谷インテス 7
12月11日 運営委員会 事務局 14
12月11日 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 建築家会館3F小会議室 7
12月12日 原子力関係施設免震構造委員会/各WG幹事会 〃 3
12月12日 技術委員会/基準法改正WG 事務局 8
12月13日 資格制度委員会/運営幹事会 〃 5
12月13日 普及委員会/社会環境部会 建築家会館3F小会議室 3
12月14日 近未来問題検討委員会 スタジアムプレイス青山 9階　907 6
12月14日 技術委員会/耐風設計部会 事務局 6
12月18日 技術委員会/防耐火部会 〃 15
12月18日 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 〃 8
12月18日 応答制御建築物調査委員会/幹事会 〃 8
12月19日 「考え方・進め方免震建築」編集委員会／幹事会 〃 7
12月20日 原子力関係施設免震構造委員会 建築家会館1F大ホール 27

12月20日
 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/ 免震エキスパンション ガイドライン

 作成委員会/本委員会 
事務局 13

12月26日 技術委員会/施工部会 〃 12
12月27日 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/ LRB小振幅多数回繰返しWG 〃 10

日付 委員会名 開催場所 人数
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会員動向

会員種別 会員名 業種または所属

入　会

会員数 名誉会員 1名
（2013年1月31日現在） 

第1種正会員 92社

 第2種正会員 214名

 賛助会員 85社

　　　　　　　　 特別会員 7団体

第2種正会員 森田　高市 独立行政法人建築研究所

賛助会員 エニダイン（株） メーカー/免震材料（アイソレータ、ダンパー）

会員種別 会員名 業種または所属

資格喪失

第2種正会員 三浦　賢治
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会員動向

入会のご案内

会員の特典など

入会ご希望の方は、次項の申込書に所定事項をご記入の上、事務局までご郵送下さい。
入会は、理事会に諮られます。理事会での承認後、入会通知書・請求書・資料をお送りします。

お分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

一般社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432 
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

会員種別 入会金 年会費

300,000円
（1口）
300,000円

免震構造に関する学術経験を有する者で、本協
会の目的に賛同して入会した個人
理事の推薦が必要です

5,000円 5,000円

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の事
業を賛助するために入会した法人

100,000円 100,000円

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

特別会員

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の目
的に賛同して入会した法人

別　途 ―

総会での
議決権

会誌送付部数 講習会・書籍等

有／1票
4冊／1口
10冊／2口
20冊／3口

会員価格

有／1票 1冊 会員価格

無 2冊 会員価格

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

委員会
委員長

可

可

不可

委員会
委　員

可

可

可
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会員動向

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

一般社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

下さい。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、請求書・

資料（協会出版物等）を同封します。

一般社団法人日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

２．代表名とは、下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関連加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい。｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など。

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい。

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい。

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい。

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

入れて下さい。
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会員動向

1. 免震建物  2. 制震建物  3. 非免制震（番号をご記入ください）

氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：コンサルタント

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料 ｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

 ｛｛4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　） c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b.土木　c.エンジニアリング　d.その他（ ）

a.不動産　b.商社　c.事業団　d.その他（ ）

*会員コード
*入会承認日

*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

一般社団法人日本免震構造協会 入会申込書

担当者が勤務している事務所の建物
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会員動向

一般社団法人日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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会員動向

一般社団法人日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員動向

会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　一般社団法人日本免震構造協会事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容 （名刺を拡大コピーして、貼っていただいても結構です）
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インフォメーション

3/14 理事会（明治記念館）

3/25 第3回審議員会（明治記念館）

日 月 火 水 木 金 土

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

1

8

15

22

29

5月
5/中旬 監事監査（協会会議室）

5/中旬 理事会（明治記念館）

5/27 会誌「menshin」№80発行

5/下旬 記者懇談会（協会会議室）

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24/31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

3月

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

4月
開催日未定　 「免震建築物の耐風設計指針」講習会

開催日未定　 「免震エキスパンションジョイント」講習会

は、行事予定日など行事予定表（2013年3月～2013年5月）
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◇講師の御礼
事務局

10月16日「第14回不動産ソリューションフェア」セミナーにおきまして本協会を代表して 普及

委員会 社会環境部会 委員長（大成建設株式会社）久野 雅祥 氏にご講演をしていただきました。

ありがとうございました。

「第14回不動産ソリューションフェア」セミナー

日　時：2012年10月16日（火） 11時20分～12時10分

講　演：「東日本大震災で実証された免震構造」

会　場：東京ビッグサイト　西4ホール

久野講師

95インフォメーション

I n f o r m a t i o n
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インフォメーション

平成12年に発足させた、当協会の資格認定制度「免震部建築施工管理技術者」の登録有効期限は5年間で

す。資格を更新するためには、講習会を受講する・免震工事概要報告書を提出する、二つの方法があります。

本年度の更新対象者は、更新一回目255名と更新二回目163名の418名です。

前者の更新講習会は、平成24年11月4日（日）に、砂防会館（東京）にて実施し、316名が受講しました。

後者の免震工事概要報告書提出での更新者は17名でした。

更新率は、更新一回目が74％・更新二回目が78%と、二回目の更新者のほうが高い数字となりました。

当日のプログラムは、基調講演を、山下設計の小林信行氏が「意匠設計者から見た免震ディテール」のタ

イトルで約一時間講演の後、構建設計研究所・中川 理氏が「免震情報の紹介」、アルテス・原田直哉氏が

「JSSI免震構造施工標準2009」を講習しました。

今年も昨年に引き続き、免震部建築施工管理技術者試験の受験者も501名と多くあり、資格の更新率も高

かったです。

1月18日現在、免震部建築施工管理技術者は、3532名となりました。

平成24年度免震部建築施工管理技術者更新報告
資格制度委員会
委員長 長橋　純男

主催者挨拶/資格制度委員会長橋委員長 基調講演/小林信行氏

司会/更新部会　杉崎委員長 講習会受講の様子
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I n f o r m a t i o n

免震建物点検技術者の登録有効期間は5年間で、今回6度目の更新を迎えました。資格制度委員会/点検技術

者/更新部会が中心となり、準備を進めてきました。

更新方法は、「会場で講習を受講する」参加学習型と、「免震点検報告書を提出する」実務経験型があります。

どちらかを選択することができます。

前者の更新講習会は、平成24年11月25日（日）に、東京のJA共済ビルカンファレンスホールにて行い、171

名の方が受講されました。講演は、普段はあまり触れることのない貴重な内容で、受講者の方も熱心に受講

されていました。

プログラムは下記の通りです。

後者の免震点検報告書提出者は35名で、更新部会にて書類審査を行い、全員を「更新可」と判定いたしま

した。前者の学習参加型による更新手続者171名を含めて、更新率は約76％でした。

平成24年度免震建物点検技術者更新報告
資格制度委員会
委員長 長橋　純男

ANAラインメンテナンステクニクス黒木氏 受講者の様子
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インフォメーション

2013年 新年賀詞交歓会報告

当協会は1月16日（水）午後6時より、東京・元赤坂の明治記念館・若竹の間にて新年賀詞交歓会を開催し

ました。今回は、来賓・会員あわせて119人が出席し、新年を祝いました。

はじめに、西川会長より「本日は、お忙しい中、皆様、多数ご来臨いただきまして誠にありがとうござい

ます。皆様方におかれましては、佳き新年をお迎えのこととお慶び申し上げます。一昨年の3.11を経験して、

免震は総じて効果を発揮しました。ダンパーとエキスパンションジョイントに多少の課題はありましたが、

免震の有効性が発揮出来ました。今後、免震レトロフィットなども進展されると思われますので、免震関係

者は腕のふるいどころがあります。安全な建物の発展のため、健全で有効な方法として、免震は今後益々採

用されるでしょう。昨年、耐風設計指針なども出版されました。また、今年は協会が創立20周年を迎え、現

在、記念事業を検討中です。私ども協会会員一同、免震の発展に真摯に取り組んで参る所存でございますの

で、皆様方におかれましても、一層のご指導とご高配を賜りますようお願い申し上げます。」と、挨拶しま

した。

つづいて、来賓の国土交通省住宅局建築指導課 建築物防災対策室 石崎 和志室長が挨拶され、一般社団法

人日本建築学会 和田　章会長が、乾杯の音頭をとって、歓談に入りました。和やかな雰囲気の中、歓談の輪

があちらこちらで見受けられ、丑場副会長の中締めにより、午後7時40分に盛会裏にお開きとなりました。

一般社団法人日本免震構造協会
事務局長 佐賀　優子

あいさつする西川会長

乾杯の音頭　建築学会　和田会長

あいさつする国土交通省　石崎室長

会場内の様子
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詳細は以下までご相談下さい。

国土交通大臣認定
天然ゴム系：
  FP180CN-0349
高減衰ゴム系：
  FP180CN-0350

【適合免震装置：天然ゴム系、
高減衰ゴム系支承】

目安寸法

600

1,310×1,310
1,510×1,510
1,710×1,710
1,910×1,910
2,110×2,110

けい酸カルシウム板

●耐火1時間性能試験を行い、非加熱面温度（裏面温度）
が告示で定める可燃物燃焼温度（建告1432号）以下で
あることを確認しています。
●400mm変位試験を行い、変位前後で異常が無い事を
確認しています。
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震大地震震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
（約9分）
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  アカデミー ￥1,500
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販 　 売  ： Taylor & Francis

［日本語版］
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  非会員 ￥2,000
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［英語版］

国際委員会は2000年よりCIB（建築研究国際協議会）のTG44
（Performance Evaluation of Buildings with Response Control 
Devices）の活動もしておりましたが、今回その成果として免制
振に関する世界の現状を記した書籍がTaylor&Francis社より出
版されました。各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹
介、免震建物の地震応答観測結果、装置の紹介、各国の設計例
データシートなどが示されている。　　　　　　　　（英語版）

「アベノミクス」とはなに、ネットで調べてみると、
安倍首相が推し進める大胆な金融政策、機動的な財政
政策、民間投資を喚起する成長戦略の3つを基本方針
とする経済政策のこととある。これから実施されるこ
とであるが、その雰囲気で円安・株高となり、経済が
好転して皆が浮き浮きしてくるようで、この雰囲気と
いう気は恐ろしいものである。今後実需が伴って免震
建築を含め建築界が盛り上がることを期待します。
今回、2011年東北地方太平洋沖地震における免震建

物居住者へのアンケート調査が掲載されており、これ
は地震を体験された方の恐怖感とか安心感とかの生の

気持ちが出ています。結果として事業・生活の継続性
の面で免震建物が大きな効果を発揮し、居住者から高
い満足度が得られた半面、はじめて経験する大きくゆ
っくりとした揺れに居住者が戸惑い、驚いた面もあっ
たので、免震建物特有の揺れ方について事前に十分説
明し理解を深めて頂く必要があります。
設計段階で、断層を調査したところ、敷地内に断層

が通っていることがわかり、最新の知見のもとに断層
を考慮した設計がなされた「知の拠点」を訪問取材し
た今回の編集WGは、猿田、世良、浜辺、人見、藤波
さんの5名の方々でした。御苦労様でした。

出版部会委員長　　加藤　晋平

編集後記
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